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第 1 章  序論  

 

 

1.1  研究の背 景  

( 1)  農業水利 施設の 現状  

 農 業 水 利 施 設 と は 農 業 用 水 の 取 水 ・ 貯 水 ・ 導 水 ・ 送 水 ・ 排 水 を 行 う 施 設 の こ

と で あ り ， 代 表 的 な も の と し て は ダ ム ・ 頭 首 工 ・ 用 排 水 機 場 ・ 用 排 水 路 な ど が

挙 げ ら れ る 。 農 業 水 利 施 設 全 体 で の 資 産 価 値 （ 農 業 水 利 ス ト ッ ク 量 ） は ， 再 建

設費で約 50 兆円 に上る（ 平成 21 年 3 月時点）。農業 水利施 設の中 で，受益面積

が 100ha 以上の 施設を 基幹的 水利 施設と言 う。基 幹的水 利施設 につ いては，用排

水路の延 長が 約 4 万 9 千 km で あ り，スト ック量 は全体 の 4 割弱と なる 1 8 兆円

にも上る [1 -1 ]。  

 こ れ ら の 水 利 施 設 の 多 く は 戦 後 に 集 中 的 に 整 備 さ れ た も の で あ り ， 近 年 ， 耐

用年数を 超過し 更新時 期を迎 える 施設が増 加して いる。 平成 2 4 年 度  食料・ 農

業 ・ 農 村 白 書 に よ れ ば ， 基 幹 的 水 利 施 設 に お い て 標 準 耐 用 年 数 を 超 過 し て い る

割合は 17％ であり，今後 10 年の うちに標 準耐用 年数を 超過す る施 設を加え ると

全体の 31％ となる [1 -2 ]。  

 標 準 耐 用 年 数 を 超 過 し 更 新 期 を 迎 え る 農 業 水 利 施 設 に つ い て は ， 全 て を 改 築

す る こ と は 不 可 能 で あ る 。 現 在 は ， 既 存 の 農 業 水 利 施 設 の 機 能 を 効 率 的 に 維 持

す る こ と を 目 的 と し た 機 能 診 断 を 行 い ， 適 切 な 予 防 保 全 対 策 を 行 う こ と が 求 め

ら れ て い る 。 機 能 保 全 対 策 を 通 じ て 施 設 の 有 効 活 用 や 長 寿 命 化 を 図 り ， ラ イ フ

サ イ ク ル コ ス ト を 低 減 さ せ る こ と を 目 的 と し た 一 連 の 取 組 み を 総 称 し て ス ト ッ

クマネジ メント と呼ぶ 。  

 農林水 産省で は，平成 18 年か らストッ クマネ ジメン トに係 る基 本的な考 え方

と 実 施 方 針 の 枠 組 み を 整 理 す る こ と を 目 的 と し て 「 農 業 水 利 施 設 の 機 能 保 全 の

手 引 き 」 を 策 定 し て い る 。 機 能 保 全 の 手 引 き は ， 水 利 施 設 ご と に 整 理 さ せ て お

り，開水 路編， 頭首工 編など ，総 論編を含 めて計 11 編が策 定され ている。 スト

ックマネ ジメン トの考 え方と して ，最も重要 な項目 は，施設 の長寿 命化であ る。

施 設 の 長 寿 命 化 を 図 る た め に は ， 適 切 に 現 状 を 評 価 し ， 適 切 な 対 策 を 講 じ る こ

と が 必 要 と な る 。 機 能 保 全 の 手 引 き 「 総 論 編 」 に よ れ ば ， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン

ト に 関 す る 研 究 は 多 く 行 わ れ て い る も の の ， 対 象 と な る 構 造 物 も 多 く ， 十 分 な

データ数 の確保 まで至 ってい ない 現状であ ると解 説され ている [1 -3 ]。  

 農 業 水 利 施 設 の 機 能 診 断 は ， 事 前 調 査 ， 現 地 踏 査 ， 現 地 調 査 と い う 順 序 に 沿

っ て 行 う こ と と さ れ て い る [1 -4 ]。 事 前 調 査 で は ， 構 造 物 の 供 用 環 境 や 供 用 条 件

を 整 理 し ， 現 地 で 実 際 の 調 査 を 行 う 際 に 必 要 と な る 基 本 デ ー タ の 収 集 を 行 う 。
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そ の 後 の 現 地 踏 査 で は ， 実 際 に 現 地 で 概 査 を 行 い ， 調 査 箇 所 の 選 定 を 行 う 。 現

地 調 査 で は ， 踏 査 の 段 階 で 選 定 し た 調 査 箇 所 に つ い て 様 々 な 試 験 方 法 を 用 い て

精 査 を 行 い ， 詳 細 な 診 断 を 行 う 。 水 利 施 設 に お い て ， 特 に 用 排 水 路 に つ い て は

延 長 距 離 が 長 い た め に ， 現 地 調 査 を 行 う こ と が で き る 箇 所 は 時 間 面 や 費 用 面 か

ら 限 定 さ れ る 。 し た が っ て ， 現 地 調 査 を 行 う 前 に 実 施 す る 現 地 踏 査 が 非 常 に 重

要 な 役 割 を 担 う こ と と な る 。 現 地 踏 査 の 段 階 で 調 査 箇 所 を 選 定 す る 際 に は ， 水

利 施 設 の 劣 化 状 態 を 適 切 に 評 価 す る た め に ， そ の 構 造 物 に お け る 代 表 的 な 劣 化

の 箇 所 を 選 定 し な け れ ば な ら な い 。 し か し 現 時 点 で は ， 明 確 な 選 定 基 準 が 定 め

ら れ て い な い こ と か ら ， 農 業 水 利 施 設 の 機 能 診 断 を 確 実 に 行 う た め の 前 提 と し

て，この 問題を 工学的 に解決 する 必要があ る。  

 

( 2)  RC 開水路 の供用環 境の特 徴  

本研究で 対象と した RC 開 水路は 農業水利 施設の ひとつ であり ，ス パンごと に

区切 ら れ た構 造 体 が連 続 し て設 置 され る こ とで 長 い 延長 距 離 とな っ てい る 。 RC

構造の開 水路の 構造形 式には ，フ リューム 水路， 二次製 品である L 型ブロ ック

や U 型ブロ ックな どが挙 げられ る 。いず れの構 造形式 につい ても RC 開水路の 特

徴として は，面 的な広 がりを 持つ 薄肉構造 物であ る点が 挙げら れる 。  

また， RC 開水路 は，各 々が特徴 的 な環境条 件の下 で供用 されて いる [1 -5 ]。側

壁では，夏 季の灌 漑期に 通水を 行 うと水位 より下 部の水 中に隠 れる 部分（以下 ，

水中部と 呼ぶ ）と ，水位 より上 部 の気中に 曝され る部分（以 下，気 中部と呼 ぶ）

が 存 在 す る 。 ま た ， 冬 季 の 非 灌 漑 期 に お い て は ， 通 水 が 無 い た め に 灌 漑 期 に 水

中 部 だ っ た 箇 所 も 気 中 に 曝 さ れ る こ と に な る 。 背 面 の 状 態 も ， 土 中 に 埋 も れ て

いる場合（埋設 型）と 大気に 曝さ れている 場合（ 置樋型 ）に大 別さ れる。更 に，

土 中 に 埋 も れ て い る 場 合 に は ， 地 下 水 位 の 高 低 も 供 用 条 件 が 異 な る 要 因 と し て

挙げられ る。例えば ，斜 面に水 路 を設置し た場合 では ，山側 の地下 水位は高 く，

谷 側 の 地 下 水 位 は 低 く な り ， 同 一 の ス パ ン 内 で も 左 右 岸 で 条 件 が 異 な る 。 左 右

岸 で 異 な る 条 件 と し て は ， 他 に 日 射 の 影 響 も 挙 げ ら れ る 。 左 右 岸 の 側 壁 は 平 行

に設置さ れるた め，日 射を受 ける 面はどち らか一 方のみ に限ら れる 。  

このよう に， RC 開水路の 供用環 境は様々 であり，コンク リート 構 造物であ る

RC 開水路 に発生 する劣 化も，こ の環境条 件に応 じた特 徴を有 して いる。特に 寒

冷 地 に お い て は ， 凍 結 融 解 の 繰 返 し 作 用 に よ る 凍 害 劣 化 が 発 生 す る が ， 構 造 物

が置かれ る環境 条件の 違いに よっ て，凍害劣化 による 変状の 発生状 況も異な る。

一例とし て，写真 1-1 に同一 スパ ン内の左 右岸の 表面状 態を示 す。左岸側の 気中

部 で は ， 表 面 変 状 と し て 水 路 長 手 方 向 に 延 び る ひ び 割 れ が 確 認 さ れ る 。 一 方 ，

右 岸 側 で は ， 特 に 目 立 っ た 変 状 は 確 認 で き な い 。 こ れ ら の 凍 害 劣 化 に よ る 変 状
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表面法で は，測定 方法と して表面 走査法と 超音波 法（土研 法）（以 下，土研法

と 呼 ぶ ） が 提 案 さ れ て い る 。 表 面 走 査 法 は ， コ ン ク リ ー ト の 表 面 劣 化 深 さ を 推

定する手 法であ り，19 74 年制定の BS44 08  P a r t5 に示さ れている 手法 である [1 -14 ]。

日本では，19 81 年に柏 によっ て紹 介された [1 -1 5 ]。この 手法は 表面劣 化深さを 推

定 す る 手 法 で あ る が ， 遠 藤 ら は 表 面 か ら 劣 化 が 進 行 す る 凍 害 劣 化 へ の 利 用 を 考

案 し ， 表 面 走 査 法 に よ る 凍 害 劣 化 深 さ の 推 定 が 可 能 で あ る こ と を 明 ら か に し て

いる [1 -16， 1 -17 ]。ま た，下 村ら は，スリ ットの 入った コンク リー ト供試体 を用

いた検討 から ，表面 法によ る評価 可能な深 さは 70 mm 程 度であ るこ とを明ら かに

している [1 -1 8 ]。土研法 は，土木 研究所に よって 考案さ れた手 法で あり，超音波

伝播速度 からコ ンクリ ートの 強度 推定を行 う手法 である [1 -1 9 ]。森 濱は，この 手

法 に よ っ て ， ± 15 ％ 程 度 の 精 度 で 強 度 の 推 定 が 可 能 で あ る こ と を 示 し て い る

[1 -20 ]。  

一 般 的 に コ ン ク リ ー ト の 耐 凍 害 性 を 示 す 指 標 と し て は ， 相 対 動 弾 性 係 数 が 用

いられる 。相対 動弾性 係数によ る 評価では ， J IS  A 1148 :2010「コン クリート の凍

結融解試 験方法 」にお いて凍 結融 解のサイ クルが 300 サ イクル 完了 時に 60％以

上 の 値 を 示 し て い る と 耐 凍 害 性 を 有 す る コ ン ク リ ー ト で あ る と 評 価 さ れ る 。 ま

た，桂ら は，相 対動弾 性係数が 8 5％を境に 凍害劣 化の進 行が加 速 すること を明

らかにし ている [1 -2 1 ]。  

相対動弾 性係数 は，  J IS  A 11 27 :2 010「共鳴 振動に よるコ ンクリ ー トの動弾 性

係 数 ， 動 せ ん 断 弾 性 係 数 及 び 動 ポ ア ソ ン 比 試 験 方 法 」 に 準 じ て ， 一 次 共 鳴 振 動

数 を 供 試 体 の 形 状 に 応 じ て た わ み 振 動 ， ま た は 縦 振 動 に よ っ て 測 定 し ， 劣 化 前

の 健 全 な 状 態 の 値 と 劣 化 後 の 値 の 二 乗 比 を 採 る こ と で 示 さ れ る 。 こ の 試 験 は ，

実構造物 の施工 と同様 の配合 のコ ンクリー ト供試 体を作 製 して 行わ れる。また，

破 壊 試 験 と し て 実 構 造 物 か ら 採 取 し た コ ア 供 試 体 を 用 い て 評 価 を 行 う 場 合 も あ

る 。 し か し ， 定 型 以 外 の コ ン ク リ ー ト に つ い て は ， 本 試 験 法 を 適 用 し て 一 次 共

鳴 振 動 数 の 測 定 を 行 う こ と が で き な い 。 一 次 共 鳴 振 動 数 を 構 造 物 に 対 し て 直 接

測定する 他の方 法は確 立され てお らず，試 験方法 の考案 が求め られ ている。  

 

( 2)  薄肉構造 である RC 開 水路の 凍害  

 前 項 で 述 べ た 試 験 方 法 は い ず れ も コ ン ク リ ー ト 構 造 物 を 対 象 と し た 評 価 手 法

である。本研 究で対 象とする RC 開水路は， 1 .1 節 (2 )項で述 べたと おり薄肉 構造

と い う 特 徴 を 有 し て い る 。 近 年 の 研 究 か ら は ， 薄 肉 構 造 の コ ン ク リ ー ト 構 造 物

に お い て ， 凍 害 に よ る 変 状 が 一 般 の 構 造 物 と は 異 な る 形 態 で 発 生 し て い る こ と

が確認， 報告さ れてい る。  

R C 開 水路の 凍害劣 化によ る表面 変状で一 般的に 確認さ れる変 状は ，写真 1-2







- 10 - 
 

形で整理 を行う 。  

②  現地踏査 の段階 で内部 変状の 評価 を目視診 断によ って行 う。  

③  ②を終え た後， 現地調 査の段 階で 層状ひび 割れの 評価を 定量的 に行 う。  

④  実務とし て機能 診断を 行うこ とを 想定して ，非破 壊試験 による 凍害 診断手

法の提案 を行う 。  

 

1 . 4  本論文の 構成  

本論文は ，以下の 7 章 から構 成さ れる。  

第 1 章  序論  

第 2 章  R C 開水 路側壁 の凍害 に よる変状 と力学 特性の 変化  

第 3 章  R C 開水 路にお ける凍 害 の目視診 断  

第 4 章  内部変 状が電 磁波レ ーダ 法による 鉄筋探 査に及 ぼす影 響  

第 5 章  注入工 法を用 いた層 状ひ び割れ評 価手法 に関す る検討  

第 6 章  共鳴振 動法に よる動 弾性 係数の現 地試験  

第 7 章  結論  

 

各章の主 な内容 を以下 に示す 。  

第 1 章  序論  

 本研究 の背景 につい て述べ， RC 開水路 の凍害 に関す る既往 の研 究を整理 した

上で課題 となる 点を見 出し， 本研 究の目的 を示し た。  

 

第 2 章  R C 開水 路側壁 の凍害 に よる変状 と力学 特性の 変化  

 RC 開 水路 の 凍 害に お け る表 面 変状 と 内 部変 状 の 関連 性 に つい て 述べ た 上 で，

そ れ ら の 変 状 に よ る 力 学 特 性 の 変 化 を 検 討 し た 。 力 学 特 性 に つ い て は ， 相 対 動

弾性係数 との関 係から 整理し た。  

 

第 3 章  R C 開水 路にお ける凍 害 の目視診 断  

 凍害劣 化の進 行した RC 開水路 において 表面変 状の形 態から ，内 部変状の 評価

を 行 う こ と を 目 的 と し て 検 討 を 行 っ た 。 採 取 し た コ ア 供 試 体 に よ る 内 部 変 状 の

発生状況 から， 層状ひ び割れ の生 じ易い箇 所の表 面変状 の特徴 をま とめた。  

 

第 4 章  内部変 状が電 磁波レ ーダ 法による 鉄筋探 査に及 ぼす影 響  

 電 磁 波 レ ー ダ 法 に よ る 走 査 に 層 状 ひ び 割 れ が 及 ぼ す 影 響 に つ い て の 検 討 を 行

っ た 。 ま ず ， 室 内 試 験 と し て 供 試 体 を 用 い た 試 験 と 実 構 造 物 を 用 い た 試 験 を 行

い，その 後に複 数の開 水路に おけ る現地試 験を行 った。  
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第 5 章  注入工 法を用 いた層 状ひ び割れ評 価手法 に関す る検討  

 注 入 工 法 を 用 い て 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 範 囲 を 定 量 的 に 評 価 す る 手 法 に つ い て

の検討を 行った 。検 討に際 しては ，層状 ひび割 れが発 生して いる RC 開水路 の一

部を実験 室に搬 入し， 室内試 験を 行った。  

 

第 6 章  共鳴振 動法に よる動 弾性 係数の現 地試験  

小 型 起 振 機 を 用 い た 共 鳴 振 動 法 に よ る 一 次 共 鳴 振 動 数 の 測 定 手 法 に つ い て の

検 討 を 行 い ， そ の 実 用 性 を 確 認 し た 。 そ の 後 に ， 現 地 試 験 を 行 う 際 の 測 定 フ ロ

ー を 示 し ， そ の フ ロ ー 図 に 則 っ た 測 定 を 行 う こ と で フ ロ ー 図 の 妥 当 性 の 確 認 を

行った。  

 

第 7 章  結論  

 各 章 か ら 得 ら れ た ま と め を 整 理 し ， 本 研 究 の 結 論 を 示 す と と も に ， 残 さ れ た

今後の課 題につ いて述 べた。  



 
 

  



 
 

 

 

 

 

第 2 章  

RC 開水路側壁の凍害による変状と  

力学特性の変化   
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第 2 章  RC 開水路 側壁の 凍害に よる変状 と力学 特性の 変化  

 

 

2.1  概要  

 凍 害 に よ る 変 状 は ， 表 面 変 状 と 内 部 変 状 に 区 別 さ れ る 。 表 面 変 状 と は 目 視 に

よ っ て 確 認 さ れ る コ ン ク リ ー ト 表 面 に 生 じ た 変 状 で あ り ， 代 表 的 な 変 状 と し て

は ， ひ び 割 れ や ス ケ ー リ ン グ ， ポ ッ プ ア ウ ト が 挙 げ ら れ る 。 一 方 ， 内 部 変 状 は

コ ン ク リ ー ト 内 部 に 生 じ た 変 状 で あ り ， 代 表 的 な 変 状 と し て は ひ び 割 れ や 組 織

の 緩 み が 挙 げ ら れ る 。 内 部 変 状 は 目 視 で 確 認 す る こ と が 不 可 能 で あ る た め ， そ

の発 生 状 況や 形 態 につ い て は整 理 が行 わ れ てい な い のが 現 状 であ る 。 ま た ， RC

開 水 路 側 壁 に 代 表 さ れ る 薄 肉 構 造 物 に つ い て は ， 近 年 ， 表 面 変 状 と 内 部 変 状 で

ひ び 割 れ の 方 向 が 異 な る こ と が 報 告 さ れ て い る 。 特 に 内 部 変 状 に つ い て は ， 側

壁 表 面 に 対 し て 層 状 に ひ び 割 れ が 発 生 す る こ と が 確 認 さ れ て い る 。 し か し ， こ

の 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 形 態 に つ い て は コ ア 供 試 体 に よ る 確 認 が 行 わ れ て い る の

みであり ，面的 な広が りにつ いて は確認が なされ ていな い。  

そこで，寒冷 地にお いて長 期間供 用され，凍害 劣化の 進行し ている RC 開水路

側壁を対 象とし て，表面 変状と 内 部変状の 調査を 行った。表面変 状 について は，

主 に ス ケ ー リ ン グ の 有 無 や ひ び 割 れ の 方 向 に つ い て 目 視 調 査 を 行 い ， ひ び 割 れ

深 さ と の 関 係 に つ い て の 考 察 を 加 え た 。 内 部 変 状 に つ い て は ， 開 水 路 側 壁 と し

て供用さ れていた L 型ブ ロック を実験室 に搬入 し，ブ ロック を長 手 方向に 切断

す る こ と で 層 状 ひ び 割 れ の 分 布 や 連 続 性 の 確 認 を 行 っ た 。 さ ら に ， 層 状 ひ び 割

れ の 生 じ て い る 箇 所 に 蛍 光 塗 料 を 含 ん だ 注 入 材 を 充 填 し ， そ の 箇 所 か ら コ ア を

採取する ことで 側壁の 鉛直方 向へ のひび割 れの分 布の確 認も合 わせ て行った 。  

 

2.2  表面変状  

 第 1 章で述べ たとお り， RC 開 水路側壁 の表面 変状と しては，側 壁の長手 方向

に延びる ひび割 れが多 く確認 され る。  

写真 2-1 は ，北海 道内で 供用さ れ て 40 年程 度が経過 し，凍 害によ る表面変 状

が生じて いる RC 開 水路の 目地近 傍の状態 を示し たもの である 。水 路の 1 スパン

で 区 切 っ て 表 面 の ひ び 割 れ の 発 生 状 況 を 確 認 す る と ， ス パ ン 端 部 の 目 地 に 近 い

箇所では ，写真 2-1 に示す ような 目地から 斜めに 立ち上 がるひ び割 れも確認 され

た 。 こ の ひ び 割 れ に つ い て は ， 目 地 を 挟 ん で 隣 接 す る ス パ ン の ど ち ら か 一 方 の

み で 発 生 し て い る 状 況 が 多 く の 箇 所 で 確 認 さ れ た 。 ひ び 割 れ が ど ち ら か 一 方 の

み で 発 生 す る 理 由 と し て は ， 水 路 建 設 時 の 状 況 が 関 係 す る と 考 え ら れ る 。 水 路

の 打 設 は ス パ ン ご と に 行 わ れ る が ， そ の 際 に ス パ ン を ひ と つ 飛 ば し に し て 打 設
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𝐷𝐷 =
𝑓𝑛
2

𝑓0
2 × 100 式 2-1  

 

DM：相対動 弾性係 数（％），f n :凍結 融解 n サイクル 時の一 次共鳴 振動 数（ Hz），

f 0 :凍結融解 0 サ イクル 時の一 次共 鳴振動数 （ Hz）  

一次共鳴 振動数 は，J IS  A 112 7 :201 0「共鳴振 動によ るコン クリー トの 動弾性係

数 ， 動 せ ん 断 弾 性 係 数 及 び 動 ポ ア ソ ン 比 試 験 方 法 」 に 準 じ て ， 対 象 と す る 供 試

体 の 形 状 に 応 じ て た わ み 振 動 ， ま た は 縦 振 動 に よ っ て 測 定 さ れ る 。 相 対 動 弾 性

係数は， 前述の とおり J IS  A 1148 :2010「 コンク リート の凍結 融解試 験方法」 に

おいて凍 結融解 のサイ クルが 300 サイクル 完了時に 6 0％以上 の値を 示してい る

と ， 試 験 を 行 っ た コ ン ク リ ー ト が 耐 凍 害 性 を 有 す る も の で あ る と 評 価 さ れ る 。

また，桂 らは， 相対動 弾性係 数 が 85％を境 に凍害 劣化の 進行が 加速する ことを

明らかに してお り [2 -5 ]， 相対動 弾 性係数の 閾値は 85％ と考え ること もできる 。  

 相 対 動 弾 性 係 数 は 凍 害 劣 化 の 程 度 を 示 す 指 標 と し て 広 く 用 い ら れ て い る に も

関 わ ら ず ， コ ン ク リ ー ト の 力 学 特 性 と の 関 係 性 に つ い て 検 討 さ れ た 事 例 は 少 な

い 。 構 造 物 の 耐 力 に つ い て の 検 討 は ， 超 音 波 法 や 共 鳴 振 動 法 と い っ た 非 破 壊 試

験 の 結 果 で は な く ， 圧 縮 強 度 な ど の 破 壊 試 験 の 結 果 か ら 得 ら れ る 力 学 特 性 を 示

す 値 を 基 に 行 わ れ る 。 し た が っ て ， 相 対 動 弾 性 係 数 が 低 下 す る と 力 学 特 性 に ど

の よ う な 変 化 が 生 じ る の か を 明 ら か に す る こ と は ， 構 造 物 の ス ト ッ ク マ ネ ジ メ

ントの観 点から も重要 な課題 であ ると言え る。既往の研 究とし ては ，松村ら [2 -6 ]

や ， 高 柴 ら [2 -7 ]の 行 っ た 研 究 が 挙 げ ら れ る 。 こ れ ら の 研 究 で は ， 横 軸 に 相 対 動

弾性係数 を，縦軸に 圧縮強 度比や 静弾性係 数比を 示した 関係式 が示 されてい る。

ま た ， 佐 藤 ら は ， 横 軸 に 凍 結 融 解 サ イ ク ル を ， 縦 軸 に 圧 縮 強 度 ， 中 性 化 深 さ を

示 し た グ ラ フ を 作 成 し て い る [2 -8 ]。 こ の 研 究 で は ， 相 対 動 弾 性 係 数 も 合 わ せ て

測 定 さ れ て い る た め ， 相 対 動 弾 性 係 数 と 圧 縮 強 度 の 関 係 を 示 す こ と も 可 能 で あ

る 。 し か し こ れ ら の 研 究 は ， デ ー タ 数 が 少 な く ， 汎 用 性 に つ い て の 検 討 も 行 わ

れていな い。  

 そこで ，本 節では ，複 数の種 類 のセメン トを使 用し ， J IS  A 1148 :2 010「 コンク

リートの 凍結融 解試験 方法」 に示 されてい る B 法（ 気中凍 結水中 融解試験 ）に

よ り 劣 化 さ せ た コ ン ク リ ー ト 供 試 体 と ， 寒 冷 地 で あ る 北 海 道 内 で 供 用 さ れ て い

る RC 開水路 から採 取した コア供 試体を用 いて， 相対動 弾性係 数と 圧縮強度 比，

静弾性係 数比， 引張強 度比お よび 曲げ強度 比の関 係につ いて検 討を 行った。  

 ま た ， 力 学 特 性 を 示 す 指 標 と し て は ， 弾 性 係 数 が 挙 げ ら れ る 。 弾 性 係 数 は ，

静 弾 性 係 数 と 動 弾 性 係 数 に 分 類 さ れ る 。 静 弾 性 係 数 は ， 破 壊 試 験 を 行 う 際 の 応



- 24 - 
 

力－ひず み曲線 から， 最大応 力の 3 分の 1 の応力 点とひ ずみが 5 0×10 - 6 の点を

結んだ直 線の傾 きから 求める 割線 弾性係数 の値を 用いる。一方，動 弾性係数 は，

前記の J IS  A 1127 :2010 に よって 式 2-2 か ら求め られる 。  

 

𝐸𝐷 = 4 × 10−3
𝐿
𝐴𝑚𝑓2

2 式 2-2  

 

E D：動 弾性係 数（ N / mm 2），L：供試 体の長さ（ m m），A：供試 体の断面 積（ mm 2），

m：供 試体の 質量（ kg）， f 2： 縦振 動の一次 共鳴振 動数（ Hz）  

式 2-2 は ，ポ アソン 比を考慮 して いない形 の理論 式であ る。ポ アソ ン比を考 慮

した動弾 性係数 の理論 式は式 2-3 である。  

 

𝐸𝐷 = 𝜌𝑉2
(1 + 𝜈)(1 − 2𝜈)

1− 𝜈  式 2-3  

 

 ρ：密度 （ kg / m 3） V： 弾性波 速 度（音速）（ m/s ec）， ν：ポア ソン 比  

評 価 を 行 う コ ン ク リ ー ト は 三 次 元 体 で あ る 。 し た が っ て ， 実 構 造 物 に お い て

弾 性 波 を 利 用 し て 動 弾 性 係 数 を 評 価 す る 場 合 に は ， 構 造 物 の 拘 束 条 件 か ら ポ ア

ソン比を 考慮し た式 2-3 を用 いる ことが望 ましい と言え る。凍 害に よる劣化 過程

において式 2-3 によっ て動弾 性係 数の評価 を行う 際には ，劣化 段階 における コン

クリート の密度 ，超音 波伝播 速度 およびポ アソン 比の 3 つ の指標 を明らか にす

る 必 要 が あ る 。 密 度 と 超 音 波 伝 播 速 度 に つ い て は ， コ ア 供 試 体 を 用 い た 試 験 に

よ っ て 求 め る こ と が 可 能 で あ り 劣 化 段 階 に 応 じ て そ の 都 度 測 定 を 行 う こ と が で

きる 。 ポア ソ ン比 に つい て は， 弾 性範 囲 内で は 一定 の 値（ 0 . 2）と し て計 算 を行

う 場 合 が 一 般 的 で あ る [2 -9 ]。 池 田 ら は ， ポ ア ソ ン 比 を 考 慮 せ ず に 求 め る 動 弾 性

係数は静 弾性係 数と比 較し て 5 割程度大 きくな ること を明ら かに しており ，動

弾性係数 の評価 を行う 際のポ アソ ン比考慮 の重要 性を示 してい る [2 -10 ]。ただ し，

池田 ら の研 究 では ， ポア ソ ン比 を 各劣 化 段階 で 一定 値 （ 0 .2） とし て おり ， この

仮定条件 が及ぼ す影響 につい ては 言及して いない 。  

 そ こ で 本 節 で は ， 凍 害 劣 化 が 進 行 し て 相 対 動 弾 性 係 数 が 低 下 し た コ ン ク リ ー

ト 供 試 体 に つ い て 動 ポ ア ソ ン 比 と ポ ア ソ ン 比 の 測 定 を 行 い ， 劣 化 過 程 に お け る

両者の変 化につ いての 検討も 合わ せて行っ た。  

 動ポア ソン比 につい ては， 前記 の J IS  A 112 7 :20 10 に準拠 して試 験を行っ た。

まず，ね じり振 動によ る一次 共鳴 振動数の 測定を 行い，式 2-4 によ って動せ ん断

弾性係数 を求め た。  
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𝐺𝐷=4×10−3
𝐿𝐿
𝐴 𝑚𝑓3

2 式 2-4  

 

G d：動せん断 弾性係 数（ N / mm 2）， L：供 試体の 長さ（ mm）， R：形 状 係 数 ， A：

供 試体 の 断 面 積（ m m 2）， m： 供 試 体 の質 量 （ kg）， f 3： ね じ り振 動 の 一 次共 鳴

振動数（ Hz）  

その後，式 2-4 か ら求め た動せ ん 断弾性係 数と，式 2-2 か ら求め た 動弾性係 数

を利用し た式 2-5 によ って動 ポア ソン比を 求めた 。  

 

𝜈𝐷=
𝐸𝐷

2𝐺𝐷
− 1 式 2-5  

 

Dν ：動ポア ソン比  

 ポ ア ソ ン 比 に つ い て は ， 載 荷 試 験 に よ っ て 求 ま る 応 力 － ひ ず み 曲 線 か ら ， 動

弾性係数 を求め る場合 に使用 する 最大応力 の 3 分の 1 の応力 点とひ ずみが 50×

10 - 6 の点の 間のデ ータの 縦ひず み と横ひず みから式 2-6 によっ て求 めた。  

 

𝜈=
横ひずみ

縦ひずみ
 式 2-6  

 

ν：ポア ソン比  

応 力 － ひ ず み 曲 線 上 に は デ ー タ 数 が 複 数 存 在 す る た め ， 求 め ら れ る ポ ア ソ ン

比 も デ ー タ の 数 だ け 存 在 す る 。 こ こ で は ， そ れ ら の ポ ア ソ ン 比 の 平 均 値 を と っ

て供試体 から求 まる最 終的な ポア ソン比と した。  

 

( 2)  供試体概 要  

 本 検 討 に お い て は ， 実 験 室 で 作 製 し た コ ン ク リ ー ト 供 試 体 と 現 場 か ら 採 取 し

たコア供 試体を 使用し た。  

 コ ン クリ ート 供 試体 は ，標 準円 柱供 試 体（φ 100×200 m m） と 標 準 角柱 供 試体

（ 100×100×400 mm）であ る。配 合につい ては ，劣化 程度を 調整し て相対動 弾性

係 数 を 幅 広 く ば ら つ か せ て 測 定 を 行 う こ と を 目 的 と し て ， AE コ ン ク リ ー ト と

non -AE コンク リート の双方を 作製 した。  

使 用 し た セ メ ン ト は 普 通 ポ ル ト ラ ン ド セ メ ン ト （ 密 度 ： 3 .15 g /c m 3）， フ ラ イ ア

ッシ ュ セメ ン ト（ 密 度： 2 . 93 g/ c m 3）お よ び高 炉 セメ ン ト（ 密度 ： 3 .0 3g /c m 3）で



= 4.0837 14.438 + 20.708









= 9.6147DM .



= 0.0016DM + 0.0134
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2.5  第 2 章の 結論  

 第 2 章におい ては， RC 開水路 側壁の表 面変状 と内部 変状に つい てそれぞ れ調

査 を 行 い ， 両 者 の 関 係 性 に つ い て 考 察 し た 。 ま た ， 凍 害 診 断 の 際 に 用 い ら れ る

相 対 動 弾 性 係 数 と コ ン ク リ ー ト の 各 種 物 性 値 の 関 係 に つ い て ， 得 ら れ た デ ー タ

から近似 式を求 めるこ とで明 らか にした。以下 に本章 から得 られた 結論を示 す。 

( 1 )  表面変状 として 生じる ひび割 れは ，表層の スキン 層の厚 さ分の み深 さ方向に

進行する 。  

( 2 )  上記 (1 )より ，ス キン層 のスケ ーリ ングは内 部変状 として 発生す る層 状ひび割

れの一種 である と言え ，表面 変状 である表 面ひび 割れの ひび割 れ深 さは内部

変状の進 行度合 いと関 連性が ある 。  

( 3 )  内部変状 として 生じる 層状ひ び割 れは，表面側 に集中 して生 じてお り，連続

したひび 割れで ある。  

( 4 )  層状ひび 割れは，水 路側壁 表面に 対して角 度を持 った状 態で進 展し ，側壁の

表面側の 上部に おいて 特に顕 著に 進展する 。  

( 5 )  相 対 動 弾 性 係 数 と 圧 縮 強 度 比 ， 静 弾 性 係 数 比 ， 引 張 強 度 比 ， 曲 げ 強 度 比 は ，

近似式に よって 線形関 係で示 すこ とが可能 である 。  

( 6)  相対動弾 性係数 と圧縮 強度比 の関 係につい ては ，相対 動弾性 係数と 静弾性

係数比の 関係と 比較し て決定 係数 が低くな ること が確認 された 。要 因とし

ては，圧縮強 度を求 める際 に使用 する応力 の降伏 点の値 にばら つき が生じ

ることが 挙げら れる。  

(7 )  動ポアソ ン比は ，相対 動弾性 係数 60％以上 では一 定値を 用 い て も 構 わ な い 。 

( 8 )  動ポアソ ン比は，相 対動弾 性係数 60％以下 の場合に 0 .5 を 上回る ケ ースが生

じ，弾性 体とし て動弾 性係数 の評 価を行え ない場 合があ る。  
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第 3 章  RC 開水路 におけ る凍害 の目視診 断  

 

 

3.1  概要  

第 2 章にお いては ，表面 変状と 内部変状 の特徴 および 劣化に 伴う 力学特性 の

変化につ いて示 した。 RC 開水路 において 長寿命 化を図 るため の対 策を的確 に策

定するた めには ，これ らの変 状を 正確に診 断しな ければ ならな い。  

農 業 水 利 施 設 の 現 状 を 評 価 す る こ と が 目 的 と な る 機 能 診 断 で は ， 事 前 調 査 ，

現地踏査（概 査），現地調 査（ 精査 ）が一 連の調 査とし て取り 組まれ る [3 -1 ]。こ

の 機 能 診 断 に お い て 対 象 施 設 の 現 状 を 的 確 に 調 査 す る た め に は ， 現 地 踏 査 の 段

階 で 表 面 ・ 内 部 変 状 の 発 生 個 所 を 的 確 に 見 出 す こ と が 重 要 で あ る 。 表 面 変 状 で

あ る 表 面 ひ び 割 れ は 目 視 調 査 で そ の 劣 化 程 度 を 容 易 に 診 断 す る こ と が で き る も

のの，内部変 状であ る層状 ひび割 れは目視 による 直接的 な診断 は不 可能であ り，

その他の 調査手 法も未 確立で ある 。  

表 面 変 状 と 内 部 変 状 は ， ひ び 割 れ の 発 生 方 向 が 異 な る こ と か ら ， そ れ ぞ れ の

ひ び 割 れ の 発 生 原 因 と な る 応 力 の 作 用 方 向 が 異 な る こ と が わ か る 。 両 者 は 異 な

る 発 生 形 態 で あ る も の の 同 じ 部 材 の 側 壁 に 発 生 し て お り ， 両 者 は 全 く 無 関 係 で

は な く ， 表 面 変 状 の 発 生 状 況 の 特 徴 か ら 内 部 変 状 の 診 断 に 繋 が る 情 報 が 得 ら れ

るのでは ないか と考え られる。 2 . 2 節において も，表面 変状と内 部 変状の関 連性

について 述べて いる。  

そこで第 3 章 では，RC 開水 路に特 徴的な表 面変状 を有す る側壁 を対 象として，

表 面 変 状 の 特 徴 を 分 析 し た 上 で ， 採 取 し た コ ア か ら 内 部 変 状 の 発 生 状 況 を 確 認

し ， そ の 上 で 表 面 変 状 か ら 内 部 変 状 の 発 生 箇 所 を 目 視 調 査 に よ り 定 性 的 に 診 断

するため の手法 を明ら かにす る。  

 

3.2  対象構造 物の概 要およ び表面 変状 の発生状 況  

 本章で 対象に した凍 害が発 生し ている開 水路は，北海道 にある 1 97 4（昭和 49）

年 頃 に 築 造 さ れ た 埋 設 型 の 現 場 打 ち コ ン ク リ ー ト 開 水 路 で あ る 。 側 壁 （ 高 さ

2000 mm， 幅約 80 00 mm， 部材厚 さ 200 mm） の全 景を写真 3-1 に 示 す。この 側壁

に は ， 開 水 路 に 特 徴 的 な 表 面 変 状 が 発 生 し て い る 。 ま ず ， 最 多 頻 度 水 位 の 上 部

で あ る 気 中 部 だ け に 表 面 ひ び 割 れ が 発 生 し ， 下 部 で あ る 水 中 部 に は 表 面 ひ び 割

れ が 見 ら れ な い 。 次 に ， 目 地 付 近 の 気 中 部 に は ， 凍 結 期 の 凍 結 融 解 作 用 だ け で

な く ， 非 凍 結 期 に お け る 気 温 の 変 化 に 応 じ た 側 壁 の 体 積 変 化 が 隣 接 す る ス パ ン

に よ っ て 拘 束 さ れ る こ と で 発 生 す る 応 力 に よ る ひ び 割 れ が 斜 め に 立 ち 上 が る 形

で発生し ている 。  
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ー ト 内 部 に ひ び 割 れ や 空 隙 が 生 じ て い る 場 合 は ， 透 水 性 が 大 き く な り 側 壁 内 部

の 水 は 重 力 に し た が っ て 下 に 移 動 す る こ と か ら ， 表 面 ひ び 割 れ の 形 態 が 下 に 凸

の と こ ろ で ， 層 状 ひ び 割 れ が 発 生 し て い る 可 能 性 が 高 く な り ， そ の 箇 所 は 部 分

的 な 湿 潤 状 態 と し て 表 れ る と 考 察 で き る 。 以 上 の こ と を 整 理 す る と ， 開 水 路 側

壁 の 内 部 変 状 で あ る 層 状 ひ び 割 れ は ， 次 の 条 件 が 複 数 揃 う 箇 所 に 発 生 し て い る

可能性が 高い。  

  側壁の天 端に他 よりも 著しい スケ ーリング が発生 してい る箇所  

  表面ひび 割れの 形態が 下に凸 の箇 所  

  降雨の数 日後に 表面が 湿潤し てい る箇所  

目 視 調 査 に よ る 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 箇 所 の 定 性 的 診 断 は ， こ れ ら の 条 件 が 複

数揃う箇 所を踏 査によ り見つ ける ことで行 うこと ができ ると考 えら れる。一方，

表 面 ひ び 割 れ は ， 内 部 の 凍 結 時 の 膨 張 圧 力 に 追 随 し て 拡 大 す る も の と 考 え ら れ

る [3 -2 ]。 こ れ よ り ， 表 面 ひ び 割 れ が 他 よ り も 多 く 発 生 し て い る 箇 所 で は ， 凍 結

時 の 膨 張 圧 力 が 内 部 の 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 や 拡 大 に 使 わ れ ず ， 表 面 ひ び 割 れ の

拡 大 に 使 わ れ る た め ， 層 状 ひ び 割 れ が 発 生 あ る い は 他 の 箇 所 よ り も 拡 大 し て い

る可能性 は低い 。  

今 回 の 採 取 コ ア の 結 果 だ け で 断 言 で き る も の で は な い が ， 層 状 ひ び 割 れ が 発

生 し て い る 可 能 性 が 高 い 箇 所 は ， 上 記 の 条 件 に 「 表 面 の ひ び 割 れ 密 度 が 他 よ り

も小さい 箇所」 も加え ること がで きると考 えられ る。  

 

3.5  第 3 章の 結論  

 第 3 章におい ては，凍害劣 化の 進行した RC 開水路 におい て表面 変状の形 態か

ら ， 内 部 変 状 の 評 価 を 行 う こ と を 目 的 と し て 検 討 を 行 っ た 。 採 取 し た コ ア 供 試

体 に よ る 内 部 変 状 の 発 生 状 況 か ら ， 層 状 ひ び 割 れ の 生 じ 易 い 箇 所 の 表 面 変 状 の

特徴をま とめた 。以下 に本章 から 得られた 結論を 示す。  

( 1)  表面ひび 割れが 上下に 湾曲し て発 生してい る開水 路側壁 では，水路 側壁の低

い と こ ろ ま で 表 面 ひ び 割 れ が 生 じ て い る 箇 所 で 内 部 変 状 で あ る 層 状 ひ び 割

れが発生 してい る可能 性が高 い。  

( 2)  目視調査 による 層状ひ び割れ の発 生箇所の 定性的 診断は ，側壁 の天 端に他よ

りも著し いスケ ーリン グが発 生し ている，表面ひ び割れ が水路 側壁 の低いと

ころまで 生じて いる，降雨 の数日 後に表面 が湿潤 してい る，といっ た条件が

複数揃う 箇所を 踏査に より見 つけ ることで 行うこ とがで きる。  
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第 4 章  内部変 状が電 磁波レー ダ 法による 鉄筋探 査に及 ぼす影 響  

 

 

4.1  概要  

第 3 章にお いては ，現地 踏査の 段階で内 部変状 の評価 を行う こと を目的と し

た検討を 行った 。現 地踏査 による 評価を終 えた RC 開 水路側 壁につ いては ，調査

箇 所 を 選 定 し た 後 に 現 地 調 査 を 行 う こ と と な る 。 現 地 調 査 で は 非 破 壊 試 験 ， 破

壊 試 験 に よ る 精 査 を 行 う が ， そ の 際 に は 事 前 に 構 造 物 の 配 筋 状 態 を 確 認 し て お

く必要が ある。  

既 往 の 研 究 に お い て ， 非 破 壊 試 験 で あ る 超 音 波 法 の 表 面 走 査 法 に よ る 検 討 を

行 う 場 合 に は ， 鉄 筋 が 超 音 波 パ ル ス の 伝 播 に 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 が 示 さ れ て お

り ， 鉄 筋 位 置 を 考 慮 し て 超 音 波 端 子 を 設 置 す る こ と が 望 ま し い と さ れ て い る 。

例 え ば 石 神 ら は ， あ ら か じ め 鉄 筋 探 査 を 行 っ た 上 で ， 発 振 子 を 鉄 筋 の 直 上 か ら

100 mm ずら して設 置して いる [4 -1 ]。また ，微破 壊試験 に分類 される コア供試 体

の 採 取 に よ り 各 種 試 験 を 行 う 場 合 に は ， 構 造 上 の 安 全 性 を 保 つ た め に 鉄 筋 を 避

けてコア 供試体 を採取 する必 要が ある。  

配 筋 状 態 を 確 認 す る 方 法 と し て は ， 電 磁 誘 導 法 や 電 磁 波 レ ー ダ 法 な ど が 挙 げ

ら れ る 。 こ の 中 で 電 磁 波 レ ー ダ 法 は ， 広 範 囲 を 迅 速 に 測 定 す る こ と が で き る 測

定 方 法 で あ り ， 鉄 筋 と コ ン ク リ ー ト の 誘 電 率 が 異 な る こ と を 利 用 し て 電 磁 波 の

反射画像 から鉄 筋の位 置やか ぶり 厚さを求 める方 法であ る [4 -2 ]。RC 開水路 に代

表 さ れ る 薄 肉 構 造 物 で は ， 前 述 の と お り 凍 害 劣 化 に 伴 う 内 部 変 状 と し て 層 状 ひ

び割れが 発生し ている 場合が ある 。層状ひ び割れ は， 第 2 章で述 べたとお り表

面側から 生じる ため， 鉄筋の かぶ りの位置 に多く 発生す る。  

 層状 ひ び 割れ が 発 生し て いる RC 開 水 路 は内 部 に 空隙 層 を 有し て い るこ とと

なり，鉄 筋，コ ンクリ ート， 空隙 と誘電率 の異な る 3 種類 の媒質 が存在す る。

電 磁 波 の 反 射 は 誘 電 率 の 異 な る 媒 質 に 接 し た と き に 生 じ る 。 し た が っ て ， 電 磁

波 レ ー ダ の 反 射 画 像 は ， 内 部 で 層 状 ひ び 割 れ が 生 じ て い る 状 態 と ， 健 全 な 状 態

で 空 隙 を 含 ま な い 状 態 と で は 異 な る こ と と な る 。 電 磁 波 往 復 伝 播 時 間 を 求 め る

式 [4 -3 ]と，その式 を変形 してか ぶ り厚さに 関する 式に変 形した もの を式 4-1，4-2

に示す。 また， 電磁波 往復伝 播時 間を求め る際の イメー ジ図を図 4-1 に示 す。  

 

𝑇1 =
2(√𝑥2 + 𝑑2 − 𝑎)

𝑐/√𝜀
  式 4-1  
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と を 予 備 試 験 に お い て 確 認 し て い る た め で あ る 。 供 試 体 の 厚 さ は ， そ れ ぞ れ 5

点で測定 した結 果を平 均した もの である 。Case1 では測定 対象の 供 試体（ 健全供

試 体 ② ） と 比 較 用 の 供 試 体 （ 健 全 供 試 体 ① ） が 共 に 健 全 な 供 試 体 で あ り ， 両 者

の差は僅か 1 . 5 mm であ った。Ca se 2 ではひび割 れ供試 体の厚 さが薄 く評価さ れる

傾向を示 し，健 全供試 体との 差は 5 .1 m m で あっ た。こ れは，入 力さ れた電磁 波

が 供 試 体 の 底 面 で は な く ， ひ び 割 れ の 箇 所 で 反 射 し て 出 力 さ れ た こ と が 影 響 し

て い る と 考 え ら れ る 。 こ れ よ り ， 電 磁 波 レ ー ダ の 反 射 画 像 を 確 認 す る こ と に よ

っ て 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 の 有 無 を 確 認 す る こ と が 可 能 で あ る こ と が 確 認 さ れ た 。

こ こ で ， 全 て の 測 定 終 了 後 に 供 試 体 を 切 断 し て ひ び 割 れ 供 試 体 の ひ び 割 れ の 位

置を確認 したと ころ， ひび割 れの 発生深さ は平均 49 m m であ った。 したがっ て，

求 め ら れ た 厚 さ は ， 比 誘 電 率 を 高 く 設 定 し た こ と を 考 慮 し て も ， 供 試 体 に 導 入

したひび 割れの 位置を 正確に 捉え たもので はない ことが わかる 。  

本 試 験 結 果 の 範 疇 か ら は ， 電 磁 波 レ ー ダ 法 で は 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 し て い る

深 さ を 正 確 に 捉 え る こ と は 難 し い も の の ， 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 し て い る 範 囲 を

定性的に ではあ るが明 確にす るこ とができ ること が示唆 された。Cas e3 では劣化

部と健全 部の差 が 2 .2 m m と なり， Cas e2 と 比較し て差が 小さく なっ た。ここ で，

Cas e1 健全 供試体②と Case3 充 填 後供試体 の比に ついて 危険率 5％ で有意差 検定

を行った ところ ，両者 には有 意差 がないこ とが確 認され た。  

こ れ よ り ， ひ び 割 れ 箇 所 に 注 入 材 が 充 填 さ れ て 再 び 一 体 化 し た 場 合 に は 健 全

な 状 態 と 同 等 な 反 射 画 像 が 得 ら れ ， ま た ， 注 入 工 法 に よ る 注 入 材 の 充 填 度 合 い

は 電 磁 波 レ ー ダ 法 に よ っ て 評 価 で き る 可 能 性 が あ る こ と が 明 ら か と な っ た 。 さ

ら に ， 層 状 ひ び 割 れ は 電 磁 波 レ ー ダ の 走 査 結 果 に 影 響 を 及 ぼ す こ と か ら ， 凍 害

の生じた RC 開水路 で鉄筋 探査を 行う際に は，電 磁波レ ーダの 走査 結果に影 響を

及ぼす可 能性が あるこ とが示 唆さ れる結果 が得ら れた。  

 

4.3  実構造物 による 試験  

( 1)  試験概要  

実 構 造 物 に よ る 試 験 は ， 内 部 状 態 の 差 異 に よ る 電 磁 波 レ ー ダ 画 像 の 違 い を 確

認 す る こ と を 目 的 と し て 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 し て い る 劣 化 部 と 層 状 ひ び 割 れ の

発生して いない 健全部 におい て行 った。  

劣化部の 測定と しては ，北海 道内 の RC 開水路 から採 取した L 型ブ ロックの 側

壁気中部 を用い た。この L 型ブ ロック側 壁部の 寸法は ，側壁 上端 からハン チ上

端までの 高さ 2070 m m，幅 120 0 mm，側壁上 端の厚さ 13 0 mm，ハンチ 上端の厚 さ

160 mm である 。また ， L 型ブロ ックの内 側は南 東向き 面で凍 結融 解作用を 受け

易 い 供 用 環 境 に あ り ， 表 面 の 目 視 観 察 か ら は 最 多 頻 度 水 位 よ り 上 部 の 気 中 部 に
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詳細な関 係性に ついて 明らか にさ れると考 えらえ る。本試験 結果の 範疇から は，

層 状ひ び 割 れを 有 する RC 開 水路 側 壁に お い てか ぶ り 厚さ を 厚 く評 価 する 傾向

が 確 認 さ れ た こ と か ら ， 実 構 造 物 に お い て か ぶ り 厚 さ の 評 価 を 行 う 場 合 に は ，

この点に 留意す る必要 がある と言 える。  

 

4.5  第 4 章ま とめ  

 第 4 章におい ては， RC 開水路 の精査に 関する 項目と して電 磁波 レーダ法 によ

る 走 査 に 層 状 ひ び 割 れ が 及 ぼ す 影 響 に つ い て の 検 討 を 行 っ た 。 ま ず ， 室 内 試 験

と し て 供 試 体 を 用 い た 試 験 と 実 構 造 物 を 用 い た 試 験 を 行 い ， そ の 後 に 複 数 の 開

水路にお ける現 地試験 を行っ た。 以下に本 章から 得られ た結論 を示 す。  

( 1 )  電磁 波レ ーダ に よる 走査 では ，コ ンク リー ト内 部 の層 状ひ び割 れの 発生 を定

性的に確 認する ことが できる 。  

( 2 )  層状 ひび 割れ に 対し て注 入工 法を 適用 した 場合 に は， 注入 前後 の反 射画 像を

確認する ことで 注入材 充填の 有無 を確認す ること ができ る。  

( 3 )  実構 造物 にお い て層 状ひ び割 れが 生じ てい る場 合 には ，生 じて いる ひび 割れ

の程 度に もよ るが 電 磁波 レー ダ法 によ って 鉄筋 探査 を 行う こと は困 難で ある 。 

( 4 )  構造 物の 鉄筋 が ダブ ル配 筋で 表側 の鉄 筋が 層状 ひ び割 れ中 に埋 もれ る形 にな

って いる 場合 に は， 表側 と裏 側の 鉄筋 が同 等な 明 瞭さ の反 射画 像と して 現れ

る。  

( 5 )  本試 験結 果の 範 疇か らは ，層 状ひ び割 れの 発生 程 度と かぶ り厚 さの 評価 値と

の間に相 関性は 確認さ れない 。  

( 6 )  電磁 波レ ーダ の 反射 画像 は層 状ひ び割 れの 生じ て いる 箇所 にお いて かぶ り厚

さを厚く 示す傾 向があ り，実際 の 診断の際 にはこ の点に 留意す る必 要がある。 
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第 5 章  注入工 法を用 いた層状 ひ び割れ評 価手法 に関す る検討  

 

 

5.1  概要  

 第 4 章で は，現 地調査 （精査 ）を行う 際の留 意点に ついて の検 討を行っ た。

構 造 診 断 を 行 う 際 に は ， 電 磁 波 レ ー ダ の 反 射 画 像 に 層 状 ひ び 割 れ が 及 ぼ す 影 響

を 考 慮 し た 上 で 鉄 筋 探 査 を 行 っ た 後 に ， 内 部 変 状 の 発 生 の 程 度 や 範 囲 を 明 ら か

にするこ とを目 的とし た調査 が必 要となる 。  

 内部変 状であ る層状 ひび割 れに ついては，第 3 章 でも述 べたと お り，定性的 ，

定量的評 価手法 として 明確な もの は存在し ない。 第 3 章で は定性 的評価に つな

が る 目 視 診 断 に つ い て の 検 討 を 行 い ， 表 面 変 状 の 形 態 か ら 内 部 変 状 を 予 測 す る

方 法 を 提 案 し た 。 本 章 で は ， よ り 定 量 的 な 評 価 を 行 う こ と を 目 的 と し て ， 注 入

工法を用 いた評 価手法 につい て検 討を行っ た。  

 注 入 工 法 は ， コ ン ク リ ー ト の ひ び 割 れ 補 修 工 法 の ひ と つ で あ り ， 防 水 性 ・ 耐

久 性 の 向 上 の 他 ， 躯 体 の 一 体 化 を 図 る こ と を 目 的 と し て 広 く 用 い ら れ て い る 工

法 で あ る [5 -1 ]。 注 入 工 法 を 表 面 の ひ び 割 れ に 対 し て 施 工 す る 場 合 に は ， ひ び 割

れ が 目 視 に よ っ て 確 認 可 能 で あ る た め 比 較 的 確 実 に 注 入 材 の 充 填 を 行 う こ と が

で き る 。 一 方 ， 内 部 の ひ び 割 れ や 空 隙 に 対 し て 施 工 す る 場 合 に は ， ひ び 割 れ や

空 隙 の 箇 所 ， 範 囲 が 不 明 確 で あ る た め に ， 注 入 材 の 充 填 が 十 分 に な さ れ て い る

か 否 か の 判 断 を 定 量 的 に 行 う こ と は 難 し い 。 充 填 範 囲 に つ い て は ， 定 性 的 な 評

価 と し て 他 の 注 入 孔 か ら の 注 入 材 の 漏 出 に よ っ て 確 認 さ れ る が ， 定 量 的 な 評 価

方法は確 立され ておら ず，こ の点 が課題と して挙 げられ る。  

そこで本 研究で は，凍 害の生 じた RC 開水 路側壁を 対象に 注入工 法 を実施し，

層 状 ひ び 割 れ へ の 注 入 材 充 填 前 後 の 超 音 波 伝 播 速 度 の 変 化 か ら 層 状 ひ び 割 れ の

範 囲 の 定 量 的 評 価 方 法 に つ い て 検 討 し た 。 検 討 に 際 し て は ， 供 用 中 の 水 路 側 壁

から 3 枚の ブロッ クを採 取し， それぞれ 異なる 条件で 注入試 験を 実施し， 層状

ひ び 割 れ へ の 注 入 材 充 填 前 後 の 超 音 波 伝 播 速 度 の 変 化 か ら 層 状 ひ び 割 れ の 範 囲

の定量的 評価方 法につ いて検 討し た。  

まず L 型ブ ロック から採 取した 1 枚目の ブロック では， 注入材 充 填による 超

音 波 伝 播 速 度 の 変 化 を ブ ロ ッ ク 表 面 の 広 範 囲 で 確 認 し た 。 そ の 後 に 現 場 打 ち フ

リューム 水路の 側壁か ら隣接 し た 2 枚のブ ロック を採取 し，そ れぞれ異 なる注

入材を用 いて注 入工法 を実施 した 上で，詳 細な検 討を行 った。  
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シ 樹 脂 で あ る 。 注 入 の 際 に 一 部 の 注 入 孔 で は ， 採 取 後 の コ ア を 用 い て 充 填 範 囲

を直接確 認する ために ，蛍光 塗料 をエポキ シ樹脂 の重量比 0 .3％混 入した注 入材

で充填を 行った。本試験 では，注 入器具に 土質試 験で用 いるモ ール ドを使用 し，

エ ア コ ン プ レ ッ サ ー に よ っ て 圧 力 を 加 え る こ と で 注 入 材 の 充 填 を 行 っ た 。 注 入

材 の 充 填 は 下 部 （ 水 中 部 側 ） の 注 入 孔 か ら 開 始 し ， 順 次 上 部 （ 気 中 部 側 ） へ 注

入 器 具 の 設 置 位 置 を 変 更 し な が ら 行 っ た 。 注 入 器 具 の 設 置 位 置 の 変 更 は ， 注 入

材 の 充 填 が な さ れ な い 場 合 ， ま た は ， 隣 接 す る 注 入 孔 か ら 注 入 材 の 漏 出 が 確 認

された段 階で行 った。  

エポキシ 樹脂充 填後の 試験は ，樹 脂の硬化 を確認 し，注 入工法 実 施 2 日経過

後に行っ た。2 日経 過後に は，注 入材充填 前と同 じ箇所 で超音 波伝 播速度の 測定

を行い，そ の後コ ア供試 体の削孔 を行った。コア供 試体の 削孔は J IS  A 11 07 :2 012

に準拠し て行い，コア径は 7 5 mm とした。採 取した コア供 試体に 対 しては，側 面

か ら 注 入 材 充 填 状 況 の 確 認 を 行 っ た 。 ま た ， 一 部 の コ ア 供 試 体 に つ い て は ， コ

ア を 切 断 し て デ ジ タ ル マ イ ク ロ ス コ ー プ を 用 い て 層 状 ひ び 割 れ 幅 と 注 入 材 充 填

域の幅の 測定を 行った 。  

  

( 3)  注入試験 前後の 超音波 伝播速 度の 変化  

  注入試 験前の 表面走 査法の 測 定結果を 図 5-1 に， 凍害劣 化深さ の推定結 果を

表 5-1 に それぞ れ示す 。図中の 2 直線の回 帰式は 既往の プログ ラム [5 -3 ]に よっ

て決定し た。2 直線 の決定 では，まず全測 定値を 用いて 2 直線 に分 類した後 ，直

線 の値と 1 0 %以 上 の 差異 が 生 じた 値 を除 外 値 とし て 棄 却し 改 め て回 帰 式を 求め

た。図中 に示す 回帰式 は式 4-3 に おいて Vd，V s を 求める ための もの であり，V d，

V s は 回帰式 の傾き の逆数 によっ て 求められ る。な お， No .2 の端子 間 距離 350，

450， 50 0 mm では ，測 定箇所 の凍 害劣化が 顕著で あり ，超音 波パル スの透過 が阻

害された ために 測定が 不可能 であ った。  

結果とし て式 4-3 によ って凍 害劣 化深さの 推定が 可能で あった のは ，水中 部に

近い下部 の No . 5 およ び No . 7 の み であった 。 N o .6 につい ては劣 化深 さの推定 値

が負の値 となっ たが， これは 2 直 線の変曲 点であ る X 0 の値が 負の値 になったた

めである。凍 害劣化 深さの 推定値 が僅かな 測点で しか得 られな いと いう結果 は，

図中の 2 本の回 帰直線 から求 めら れる V s と Vd の関係 に起因 したも のである。式

4-3 は，V s＞ Vd という 条件の 下で 成立する 。これ は，表 層に劣 化部 がある場 合の

超 音 波 パ ル ス は 端 子 間 距 離 を 延 ば す と や が て 劣 化 部 と 健 全 部 の 縁 端 を 伝 播 経 路

と す る た め ， そ れ 以 降 の 端 子 間 距 離 で は 伝 播 経 路 が 同 一 に な り ， 速 度 の 変 化 が

小 さ く な る た め で あ る [5 -2 ]。 一 方 で ， 本 試 験 で は 多 く の 測 定 箇 所 で 測 定 結 果 が
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体 b につい ては， 表面側 で超音 波伝播速 度が速 くなる ことが 確認 された。 超音

波伝播速 度の値 は深さ 100 mm を 境界とし て変化 してお り，100 mm までの深 さで

は ひ び 割 れ の 生 じ て い な い 水 中 部 と 同 等 な 値 を 示 し た 。 ま た ， 伝 播 速 度 の 境 界

となる 100 m m は， 本試験 で設け た注入孔 の深さ と一致 してい る。 したがっ て，

深さ 100 mm ま での 測点で は，ひ び割れ部 に注入 材が充 填され たこ とによっ て超

音波パ ルスの 透過 経路が 確保 され ， 100 m m 以深 の伝 播速度 と比 較 して大 きな値

を示した と考え られる 。  

透 過 法 の 測 定 結 果 か ら は ， 層 状 ひ び 割 れ に 対 す る 注 入 材 充 填 に よ っ て 超 音 波

伝 播 速 度 が 速 く な る 傾 向 が 確 認 さ れ た 。 こ の 傾 向 は 表 面 走 査 法 に よ る 結 果 と 一

致 し た も の で あ り ， 超 音 波 法 に よ っ て 層 状 ひ び 割 れ の 評 価 が 可 能 で あ る こ と を

より確実 に示す 結果と なった 。  

 

5.4  第 5 章ま とめ  

 第 5 章に おいて は，注 入工法 を用いて 層状ひ び割れ の範囲 を定 量的に評 価す

る手法に ついて の検討 を行っ た。 以下に本 章から 得られ た結論 を示 す。  

( 1)  側壁内部 の層状 ひび割 れに対 する エポキシ 樹脂の 充填は ，層状 ひび 割れが連

続してい るため に可能 である。充 填可能な 最小の ひび割 れ幅は，本 研究にお

いて 14μ m で ある。  

( 2)  注入材の 充填に よって 内部の ひび 割れが閉 塞した 場合，超音波 伝播 速度の値

は注入材 充填前 と比較 して大 きく なる傾向 を示す。ま た，超音 波伝 播速度の

変化に着 目する ことで ，注入 材充 填によっ てひび 割れの 閉塞が 行わ れている

か否かを 評価す ること が可能 であ る。  

( 3)  表面走査 法によ る超音 波伝播 速度 の測定で は，注 入材の 充填に よっ て表面部

と内部で 伝播速 度の 差 が 無 く な り ， 超 音 波 伝 播 速 度 が ほ ぼ 一 定 の 値 を 示 す 。 

( 4)  透過法に よる超 音波伝 播速度 の測 定では，伝播速 度は注 入材の 充填 によって

速くなり ，ひび 割れ の 生 じ て い な い 状 態 の コ ン ク リ ー ト と 同 等 な 値 を 示 す 。 

( 5)  注入材に よるひ び割れ の充填 によ って超音 波伝播 速度が 速くな る傾 向は，表

面走査法 と透過 法の双 方の測 定方 法によっ て確認 された 。  

( 6)  注 入 材 の 充 填 範 囲 は 上 記 （ 3） の 傾 向 の 把 握 に よ っ て 推 定 す る こ と が 可 能 で

あり，同 時に層 状ひび 割れの 範囲 も推定す ること が可能 である 。  
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第 6 章  共鳴振 動法に よる動弾 性 係数の現 地試験  

 

 

6.1  概要  

J IS A 114 8 :20 10「コ ンクリ ートの 凍結融解 試験」で定義 されてい る 相対動弾 性

係 数 は ， 使 用 材 料 や 配 合 の 異 な る コ ン ク リ ー ト の 凍 結 融 解 抵 抗 性 を 評 価 す る た

め の 指 標 で あ り ， コ ン ク リ ー ト 構 造 物 の 耐 凍 害 性 を 直 接 的 に 評 価 す る も の で は

な い と さ れ て い る 。 し か し ， デ ー タ の 蓄 積 量 が 多 く 認 知 度 も 高 い こ と か ら ， 供

用中の構 造物に おける 凍害診 断指 標として 広く一 般に用 いられ てい る。  

相対動弾 性係数 は，J IS  A 112 7 :201 0「共鳴振 動によ るコン クリー トの 動弾性係

数 ， 動 せ ん 断 弾 性 係 数 及 び 動 ポ ア ソ ン 比 試 験 方 法 」 で 測 定 さ れ る 一 次 共 鳴 振 動

数 を 用 い て 求 め ら れ る が ， 本 試 験 方 法 で は ， 寸 法 ・ 形 状 が 定 め ら れ た 円 柱 ・ 角

柱 供 試 体 あ る い は 構 造 物 か ら 採 取 し た 円 柱 形 の コ ア を 対 象 に し て い る た め ， 非

破 壊 試 験 と し て 構 造 物 に 直 接 適 用 す る こ と が で き な い 。 そ こ で ， 一 般 に は ， 一

次 共 鳴 振 動 数 か ら 算 定 さ れ る 動 弾 性 係 数 と の 関 係 が 理 論 的 に も 明 確 に さ れ て い

る 超 音 波 法 に よ る 超 音 波 伝 播 速 度 の 測 定 値 を 用 い て 構 造 物 の 相 対 動 弾 性 係 数 の

評価が行 われて いる [例えば 6 -1， 6 -2 ]。し かし，超音 波伝播 速度と 動 弾性係数 の

関係式で は，式 2-3 に 示すと おり ，対象と するコ ンクリ ートの 密度 やポアソ ン比

を 考 慮 す る 必 要 が あ る 。 ま た ， 凍 害 劣 化 と し て 発 生 し て い る ひ び 割 れ の 量 や 位

置 に よ っ て は ， 超 音 波 伝 播 速 度 と 動 弾 性 係 数 の 間 に 傾 向 が 見 ら れ な い 場 合 が あ

る た め ， 超 音 波 伝 播 速 度 に よ る 相 対 動 弾 性 係 数 の 評 価 は 一 つ の 手 法 と し て 利 用

性 は 認 め ら れ る も の の ， あ く ま で も 本 来 の 一 次 共 鳴 振 動 数 に よ る 相 対 動 弾 性 係

数の評価 の代わ りでし かない 。  

市販の共 鳴振動 による 動弾性 係数 測定器は ， J IS  A 1127 :2010 に準 拠した仕 様

と な っ て お り ， 発 振 器 の 駆 動 端 子 と ピ ッ ク ア ッ プ は 固 定 さ れ て い る た め 現 地 試

験 に 供 す る こ と は 難 し い 。 一 方 ， 小 型 起 振 機 を 用 い て 対 象 構 造 部 材 に 振 動 を 入

力 し ， 振 動 波 形 か ら 共 鳴 振 動 数 を 求 め る こ と で コ ン ク リ ー ト 内 部 の 損 傷 評 価 を

行 う 手 法 が 齊 木 ら [6 -3 ]， 大 竹 ら [6 -4 ]に よ り 検 討 さ れ て お り ， こ の 手法 を 応 用 す

る こ と で ， 実 際 の 構 造 物 を 対 象 に 現 地 非 破 壊 試 験 で 一 次 共 鳴 振 動 数 ， 引 い て は

弾性係数 ，相対 動弾性 係数の 評価 が行える と考え られる 。  

そ こ で 本 章 で は ， コ ア 供 試 体 を 必 要 と せ ず ， 現 地 非 破 壊 試 験 か ら 必 要 と な る

評 価 値 を 得 る こ と を 目 的 と し て 試 験 を 行 っ た 。 ま ず 現 地 非 破 壊 試 験 と し て の 共

鳴 振 動 法 に よ る 一 次 共 鳴 振 動 数 の 測 定 に 関 す る 研 究 の 基 礎 と し て ， 発 振 器 に 小

型 起 振 機 を 用 い た 手 法 を 円 柱 ・ 角 柱 供 試 体 に 適 用 し ， 市 販 の 共 鳴 振 動 に よ る 動

弾 性 係 数 測 定 器 に よ る 測 定 値 と 比 較 考 察 す る こ と で ， そ の 妥 当 性 を 評 価 し た 結
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果につい て示す 。  

ま た ， 上 述 の 検 討 に よ り ， 現 地 試 験 で の 一 次 共 鳴 振 動 数 の 測 定 が 可 能 に な れ

ば ， コ ア 供 試 体 を 必 要 と し な い 非 破 壊 試 験 に よ っ て 動 弾 性 係 数 を 求 め る こ と が

可 能 と な る 。 動 弾 性 係 数 の 推 定 式 は ， 理 論 式 を 組 み 合 わ せ る こ と で 式 を 様 々 に

変形させ ること ができ る。ま た，緒 方らによ って実 験式も 提案さ れて いる [6 -5 ]。

し た が っ て ， 既 知 の デ ー タ や 測 定 か ら 得 ら れ た デ ー タ を 利 用 し て 動 弾 性 係 数 を

評価する 場合に は，利 用する デー タや推定 式を適 切に選 択する 必要 がある。  

そ こ で 本 章 で は ， 現 地 非 破 壊 試 験 に よ る 動 弾 性 係 数 の 推 定 の た め の フ ロ ー 図

を 作 成 し ， 推 定 方 法 に つ い て 整 理 を 行 っ た 結 果 に つ い て 示 す 。 さ ら に ， 薄 肉 構

造 の 大 型 壁 体 供 試 体 を 用 い て フ ロ ー 図 に 則 っ た 動 弾 性 係 数 の 評 価 を 行 い ， 検 討

フローに 対する 考察を 行った 結果 について も示す 。  

 

6.2  小型起振 機を用 いた一 次共鳴 振動 数の評価  

( 1)  小型起振 機を用 いた共 鳴振動 法の 概要  

市販の共 鳴振動 による 動弾性 係数 測定器と しては ，例え ば本研 究で 用いた P C

オート スキ ャン 型動ヤ ング 率測 定 器（ M IN -011 -0 -8， マル イ）が あ る。こ の試 験

機 で は ， 振 動 数 が 可 変 の 発 振 器 ， 増 幅 器 お よ び 駆 動 端 子 で 構 成 さ れ る 駆 動 回 路

で 試 験 体 に 振 動 を 入 力 し ， ピ ッ ク ア ッ プ で 振 動 の 加 速 度 に 比 例 し た 電 圧 を 測 定

す る こ と で 一 次 共 鳴 振 動 数 を 求 め る 。 こ の 測 定 器 に お け る 圧 力 型 加 速 度 ピ ッ ク

アップの 測定加 速度は ， 0 .01～ 1G（ 1G＝ 9 .8066 5 m/se c 2） である 。  

本 研 究 で 検 討 す る 発 振 器 に 小 型 起 振 機 を 用 い た 手 法 は ， 基 本 的 な シ ス テ ム 構

成 は 市 販 の も の と 同 じ で あ る が ， 駆 動 回 路 と ピ ッ ク ア ッ プ を 対 象 と す る 構 造 部

材 の 任 意 の 位 置 に 設 置 で き る よ う に 完 全 に 分 離 で き る 特 徴 を 有 し ， 振 動 の 入 力

は小型起 振機，振動 波形の 測定は 圧電式加 速度ピ ックア ップで 行う ものであ る。

本手法に おける 駆動回 路は，振 動 発生機部 となる 小型起 振機（ Wa ve Ma ke r  Mob i le，

旭製作所 ）と振 動コン ソール 部（ WAVE M AK ER： APD -050 FCA，旭 製作所）で構

成される 振動発 生装置 に，掃 引試 験コント ロール 機器（ WAVE FACTO RY：W F1973，

旭製作所 ）を加 えたも のであ る。 表 6-1 に駆動 回路の 機器の 仕様を 示す。ま た，

振動波形 のデー タ収集 には，振動 分析計（ P V－ 57 I，リ オン ，測定 加 速度：0 . 02  ～  

200  m/se c 2） を用い る。写真 6-1 に本研究 で用い た機器 を示す 。  

 

( 2)  一次共鳴 振動数 の評価  

本研究に 用いた 供試体 は，表 6-2 に示す示 方配合 で作製 した円 柱供 試体（φ 1 00

×200 mm）および 角柱供試 体（ 100×100×400 mm）で ある。凍 結融解 試験によ る

劣 化 の 進 行 を 早 め る た め に ， non - AE コ ン ク リ ー ト と し て い る 。 セ メ ン ト は 普











= 4.0387 14.438 + 20.708

 = × 100

= DM100 ×

=

= (1 + )(1 2 )1= 20.48 .
= (1 + )(1 2 )1= 0.2

= 4

= 2  

(1 + )(1 8
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数 の 評 価 を 行 う こ と が で き な い 程 劣 化 が 進 行 し て い る と 考 え る べ き と の 結 論 が

得 ら れ た た め ， こ こ で は 式 ③ に よ る 推 定 の み を 行 う こ と と す る 。 な お ， こ こ で

はポアソ ン比を 0 .2 とし て推定 を 行った。   

式④は， ポアソ ン比を 無視し た場 合の動弾 性係数 の理論 式であ る。  

式 ⑤ は ， 式 ④ の 理 論 式 を 変 形 し ， 超 音 波 伝 播 速 度 で は な く ， 一 次 共 鳴 振 動 数

の値から 動弾性 係数を 推定す る式 である。  

式 ⑥ は ， 一 次 共 鳴 振 動 数 お よ び 動 弾 性 係 数 の 初 期 値 が 既 知 の 場 合 に お い て 適

用 す る こ と が で き る 式 で あ り ， 相 対 動 弾 性 係 数 の 推 定 値 を 利 用 し て 動 弾 性 係 数

を推定す る式で ある。  

ま た ， そ れ ぞ れ の 式 の 下 部 に 記 さ れ て い る ロ ー マ 数 字 は ， 各 式 で 動 弾 性 係 数

を 求 め る 際 に 必 要 と な る 測 定 項 目 を 示 し て い る 。 式 ⑤ ， ⑥ で は ， 計 算 中 に 超 音

波 伝 播 速 度 の 値 を 用 い る こ と は 無 い が ， 計 算 に 至 る ま で の 過 程 で 超 音 波 伝 播 速

度の値を 必要と するた めに星 印を 付記して いる。  

以上のと おり，動弾性 係数の 推定 に至る過 程とし て，6 種類 の推定 方法によ る

フローが 提案さ れる。  

 

( 2)  大型壁体 供試体 を用い た検討  

前 記 の フ ロ ー 図 に つ い て ， そ の 推 定 方 法 の 妥 当 性 お よ び 薄 肉 構 造 体 の 動 弾 性

係 数 の 推 定 に 相 応 し い 推 定 フ ロ ー を 検 証 す る こ と を 目 的 と し て ， 大 型 壁 体 試 験

体を用い た検討 を行っ た。  

大型壁体 試験体 は，無 筋のコ ンク リート壁 （高さ 70 0 mm， 壁厚 200 mm， 長さ

2300 mm） であり ，鳥取 大学学 内 で打設し た後， 屋外の 曝露環 境下 で 1 年 8 カ月

が経過し たもの である。供 試体の 使用材料 と配合 は， 6 .2 節の供 試 体の配合 と同

様である 。  

 本 検 討 に お い て は 壁 厚 が 既 知 で あ る た め ， 電 磁 波 レ ー ダ に よ る 壁 厚 の 評 価 は

行ってい ない 。その 他の測 定は ，フロー図 に則っ て行っ た。全測定 終了後に は，

一次共鳴 振動数 の測定 位置か らコ ア供試体 を採取 し，  J IS  A 1127 :20 10 に定める

式（以 下， J IS 式と 呼ぶ ）から 動 弾性係数 を，載荷試 験時の 縦ひず みと横ひ ずみ

から式 2-6 によ ってポ アソン 比を ，それぞ れ求め た。測 定は同 一表 面の 3 カ所で

行い，採 取した コア供 試体本 数も 3 本である。  

 表 6-3 に検討 結果の 一覧を 示す 。本検討 におい ては，試験体 が未 劣化であ るた

め 式 ⑥ で の 動 弾 性 係 数 の 推 定 は 行 っ て い な い 。 コ ア 供 試 体 の 測 定 か ら 求 め た ポ

アソン比 は概ね 0 .2 前後 の値で あ り，式③で ポアソ ン比 0 .2 を使用 すること に対

する妥当 性が確 認され た。  

こ こ で ， 式 ③ ， ④ に つ い て は ， 表 面 走 査 法 に よ っ て 測 定 さ れ た 超 音 波 伝 播 速









= 4.0387 14.438 + 20.708

= (1 + )(1 2 )1= 0.2

= 4

= 2  

= 2
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用いた推 定値を 複合す ること で，さらに精 度よく 動弾性 係数を 推定 できる

可能性が あるこ とが示 唆され る。  

( 4 )  劣 化 の 著 し い 試 験 体 で の 評 価 か ら は 精 度 の よ い 動 弾 性 係 数 の 推 定 は 行 え

ず，本フロー による 検討は 凍害劣 化の潜伏 期・進展期 に相当 する状 態のコ

ンクリー トまで が適用 範囲で ある と考えら れる。  
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第 7 章  結論  

 

 

 以 下 に 本 論 文 の 各 章 で 得 ら れ た 結 論 を 示 す と と も に ， 今 後 の 課 題 と 期 待 を 述

べて本論 文の結 論とす る。  

 

 第 2 章におい ては， RC 開水路 側壁の表 面変状 と内部 変状に つい てそれぞ れ調

査 を 行 い ， 両 者 の 関 係 性 に つ い て 考 察 し た 。 ま た ， 凍 害 診 断 の 際 に 用 い ら れ る

相 対 動 弾 性 係 数 と コ ン ク リ ー ト の 各 種 物 性 値 の 関 係 に つ い て ， 得 ら れ た デ ー タ

から近似 式を求 めるこ とで明 らか にした。 以下に 第 2 章か ら得ら れた結論 を示

す。  

( 1 )  表面変状 として 生じる ひび割 れは ，表層の スキン 層の厚 さ分の み深 さ方向に

進行する 。  

( 2 )  上記 (1 )より ，ス キン層 のスケ ーリ ングは内 部変状 として 発生す る層 状ひび割

れの一種 である と言え ，表面 変状 である表 面ひび 割れの ひび割 れ深 さは内部

変状の進 行度合 いと関 連性が ある 。  

( 3 )  内部変状 として 生じる 層状ひ び割 れは，表面側 に集中 して生 じてお り，連続

したひび 割れで ある。  

( 4 )  層状ひび 割れは，水 路側壁 表面に 対して角 度を持 った状 態で進 展し ，側壁の

表面側の 上部に おいて 特に顕 著に 進展する 。  

( 5 )  相 対 動 弾 性 係 数 と 圧 縮 強 度 比 ， 静 弾 性 係 数 比 ， 引 張 強 度 比 ， 曲 げ 強 度 比 は ，

近似式に よって 線形関 係で示 すこ とが可能 である 。  

( 6)  相対動弾 性係数 と圧縮 強度比 の関 係につい ては ，相対 動弾性 係数と 静弾性

係数比の 関係と 比較し て決定 係数 が低くな ること が確認 された 。要 因とし

ては，圧縮強 度を求 める際 に使用 する応力 の降伏 点の値 にばら つき が生じ

ることが 挙げら れる。  

(7 )  動ポアソ ン比は ，相対 動弾性 係数 60％以上 では一 定値を 用 い て も 構 わ な い 。 

( 8 )  動ポアソ ン比は，相 対動弾 性係数 60％以下 の場合に 0 .5 を 上回る ケ ースが生

じ，弾性 体とし て動弾 性係数 の評 価を行え ない場 合があ る。  

 

第 3 章において は，凍 害劣化 の進 行した RC 開 水路に おいて 表面変 状の形態 か

ら ， 内 部 変 状 の 評 価 を 行 う こ と を 目 的 と し て 検 討 を 行 っ た 。 採 取 し た コ ア 供 試

体 に よ る 内 部 変 状 の 発 生 状 況 か ら ， 層 状 ひ び 割 れ の 生 じ 易 い 箇 所 の 表 面 変 状 の

特徴をま とめた 。以下 に第 3 章か ら得られ た結論 を示す 。  

( 1)  表面ひび 割れが 上下に 湾曲し て発 生してい る開水 路側壁 では，水路 側壁の低
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い と こ ろ ま で 表 面 ひ び 割 れ が 生 じ て い る 箇 所 で 内 部 変 状 で あ る 層 状 ひ び 割

れが発生 してい る可能 性が高 い。  

( 2)  目視調査 による 層状ひ び割れ の発 生箇所の 定性的 診断は ，側壁 の天 端に他よ

りも著し いスケ ーリン グが発 生し ている，表面ひ び割れ が水路 側壁 の低いと

ころまで 生じて いる，降雨 の数日 後に表面 が湿潤 してい る，といっ た条件が

複数揃う 箇所を 踏査に より見 つけ ることで 行うこ とがで きる。  

 

 第 4 章におい ては， RC 開水路 の精査に 関する 項目と して電 磁波 レーダ法 によ

る 走 査 に 層 状 ひ び 割 れ が 及 ぼ す 影 響 に つ い て の 検 討 を 行 っ た 。 ま ず ， 室 内 試 験

と し て 供 試 体 を 用 い た 試 験 と 実 構 造 物 を 用 い た 試 験 を 行 い ， そ の 後 に 複 数 の 開

水路にお ける現 地試験 を行っ た。 以下に第 4 章か ら得ら れた結 論を 示す。  

( 1 )  電磁 波レ ーダ に よる 走査 では ，コ ンク リー ト内 部 の層 状ひ び割 れの 発生 を定

性的に確 認する ことが できる 。  

( 2 )  層状 ひび 割れ に 対し て注 入工 法を 適用 した 場合 に は， 注入 前後 の反 射画 像を

確認する ことで 充填の 有無を 確認 すること ができ る。  

( 3 )  実構 造物 にお い て層 状ひ び割 れが 生じ てい る場 合 には ，生 じて いる ひび 割れ

の程 度に もよ るが 電 磁波 レー ダ法 によ って 鉄筋 探査 を 行う こと は困 難で ある 。 

( 4 )  構造 物の 鉄筋 が ダブ ル配 筋で 表側 の鉄 筋が 層状 ひ び割 れ中 に埋 もれ る形 にな

って いる 場合 に は， 表側 と裏 側の 鉄筋 が同 等な 明 瞭さ の反 射画 像と して 現れ

る。  

( 5 )  本試 験結 果の 範 疇か らは ，層 状ひ び割 れの 発生 程 度と かぶ り厚 さの 比と の間

に相関性 は確認 されな い。  

( 6 )  電磁 波レ ーダ の 反射 画像 は層 状ひ び割 れの 生じ て いる 箇所 にお いて かぶ り厚

さを厚く 示す傾 向があ り，実際 の 診断の際 にはこ の点に 留意す る必 要がある。 

 

第 5 章にお いては ，注入 工法を 用いて層 状ひび 割れの 範囲を 定量 的に評価 す

る手法に ついて の検討 を行っ た。 以下に第 5 章か ら得ら れた結 論を 示す。  

( 1)  側壁内部 の層状 ひび割 れに対 する エポキシ 樹脂の 充填は ，層状 ひび 割れが連

続してい るため に可能 である。充 填可能な 最小の ひび割 れ幅は，本 研究にお

いて 14μ m で ある。  

( 2)  注入材の 充填に よって 内部の ひび 割れが閉 塞した 場合，超音波 伝播 速度の値

は注入材 充填前 と比較 して大 きく なる傾向 を示す。ま た，超音 波伝 播速度の

変化に着 目する ことで ，注入 材充 填によっ てひび 割れの 閉塞が 行わ れている

か否かを 評価す ること が可能 であ る。  

( 3)  表面走査 法によ る超音 波伝播 速度 の測定で は，注 入材の 充填に よっ て表面部
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と内部で 伝播速 度の 差 が 無 く な り ， 超 音 波 伝 播 速 度 が ほ ぼ 一 定 の 値 を 示 す 。 

( 4)  透過法に よる超 音波伝 播速度 の測 定では，伝播速 度は注 入材の 充填 によって

速くなり ，ひび 割れ の 生 じ て い な い 状 態 の コ ン ク リ ー ト と 同 等 な 値 を 示 す 。 

( 5)  注入材に よるひ び割れ の充填 によ って超音 波伝播 速度が 速くな る傾 向は，表

面走査法 と透過 法の双 方の測 定方 法によっ て確認 された 。  

( 6)  注 入 材 の 充 填 範 囲 は 上 記 （ 3） の 傾 向 の 把 握 に よ っ て 推 定 す る こ と が 可 能 で

あり，同 時に層 状ひび 割れの 範囲 も推定す ること が可能 である 。  

 

第 6 章にお いては ，小型 起振機 を用いた 共鳴振 動法に よる一 次共 鳴振動数 の

測 定 手 法 に つ い て の 検 討 を 行 い ， そ の 実 用 性 を 確 認 し た 。 ま た ， 現 地 非 破 壊 試

験 に よ る 動 弾 性 係 数 の 推 定 の た め の フ ロ ー 図 を 作 成 し ， そ の フ ロ ー 図 に 則 っ た

測定を行 うこと でフロ ー図の 妥当 性の確認 を行っ た。以 下に 第 6 章から得 られ

た結論を 示す。  

( 1 )  小型起 振機 を用 いた 室内 試験 の結 果から は， J IS 規格 に準 じた 試験 機と同

等の一次 共鳴振 動数の 測定が 可能 であるこ とが確 認され た。  

( 2 )  上記 (1 )の結 果を受 け，フロ ー図に 則った試 験を行 ったと ころ，未 劣 化の試

験体につ いては ，動弾 性係数 の評 価を一定 の精度 で行う ことが 可能 である。 

( 3 )  同 じ 弾 性 波 法 で あ る 超 音 波 伝 播 速 度 を 用 い た 推 定 値 と 一 次 共 鳴 振 動 数 を

用いた推 定値を 複合す ること で，さらに精 度よく 動弾性 係数を 推定 できる

可能性が あるこ とが示 唆され た。  

( 4 )  劣 化 の 著 し い 試 験 体 で の 評 価 か ら は 精 度 の よ い 動 弾 性 係 数 の 評 価 は 行 え

ておらず，本 フロー による 検討は 凍害劣化 の潜伏 期・進展期 に相当 する状

態のコン クリー トまで が適用 範囲 であると 考えら れる。  
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以 上 の 各 章 の 結 論 を 取 り ま と め て ， 本 研 究 の 目 的 と 照 ら し 合 わ せ る と 以 下 の

ように再 整理さ れる。  

 

①  凍 害 に よ る 劣 化 が 進 行 し た コ ン ク リ ー ト の 力 学 特 性 を 凍 害 診 断 に 即 し た 形

で整理を 行う。  

本 論 文 で は ， 凍 害 劣 化 の 指 標 と し て 一 般 的 に 用 い ら れ る 相 対 動 弾 性 係 数 と 各

種 力 学 性 能 の 関 係 式 を 示 し た 。 変 状 の 状 況 か ら ， 状 況 証 拠 的 に 凍 害 劣 化 で あ る

と認めら れる場 合には ，第 2 章 で示した 関係式 を利用 するこ とで ，構造物 の相

対動弾性 係数の 推定が 可能と なっ た。  

 

②  現地踏査 の段階 で内部 変状の 評価 を目視診 断によ って行 う。  

本論文で は，表面 変状の ひび割 れ の形態や， RC 開 水路の供 用され ている環 境

条 件 か ら ， 内 部 変 状 の 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 し て い る 位 置 を 定 性 的 に 評 価 す る こ

と が 可 能 な 目 視 診 断 の 項 目 が 整 理 さ れ た 。 こ れ よ り ， 現 地 踏 査 の 段 階 に お い て

非破壊で 層状ひ び割れ の発生 位置 の目途を 立てる ことが 可能と なっ た。  

 

③  目的②の 後，現 地調査 の段階 で層 状ひび割 れの評 価を定 量的に 行う 。  

本 論 文 で は ， 層 状 ひ び 割 れ に 対 す る 注 入 工 法 を 実 施 し ， 超 音 波 法 の 表 面 走 査

法 の 測 定 を 行 う こ と で ， 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 範 囲 を 推 定 す る こ と が 可 能 で あ る

ことを明 らかに した。 また， 表面 走査法の 測定結 果から 得られ るグ ラフの 2 直

線 の 傾 き を 比 較 す る こ と で ， 層 状 ひ び 割 れ の 発 生 の 有 無 を 評 価 す る こ と が 可 能

となった 。  

 

④  実務とし て機能 診断を 行うこ とを 想定して ，非破 壊試験 による 凍害 診断手法

の提案を 行う。  

本 論 文 で は ， 小 型 起 振 機 を 用 い る こ と で 非 破 壊 に よ る 動 弾 性 係 数 の 評 価 方 法

を 確 立 し た 。 ま た ， フ ロ ー 図 を 作 成 す る こ と で 現 場 で の 測 定 方 法 と 検 討 手 順 を

示 し ， 劣 化 が 比 較 的 進 行 し て い な い 段 階 に お い て は 動 弾 性 係 数 の 評 価 ， さ ら に

動弾性係 数を用 いた凍 害診断 が行 える可能 性を示 した。  

 

本研究で は，農 業用水 利施設 の中 でも RC 開 水路に 的を絞っ て研究 を行った。

さ ら に ， 劣 化 機 構 も 凍 害 に 限 定 し ， 寒 冷 地 に お け る 機 能 診 断 に 資 す る こ と に 特

化 し た 研 究 で も あ る 。 凍 害 劣 化 に よ る 変 状 は ， 北 海 道 や 東 北 地 方 に 限 ら ず ， 関

東 地 方 か ら 中 国 地 方 に か け て 広 い 範 囲 で 発 生 し て い る 。 今 回 得 ら れ た 成 果 が 広

く認知さ れ，今 後，機 能診断 を行 う際の参 考とな れば幸 いであ る。  
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R C 開 水路の 凍害に よる内 部変状 は，近年に なって 明らか にされ た 事象であ り，

研究を行 う余地 は未だ 多く残 され ていると 考えら れる。  

電 磁 波 レ ー ダ に よ る 検 討 か ら は ， 電 磁 波 レ ー ダ に よ る 走 査 の み で 層 状 ひ び 割

れ を 評 価 で き る 可 能 性 が 示 唆 さ れ た 。 今 後 ， 研 究 を 進 め る こ と で ， 簡 易 的 に 層

状ひび割 れの定 量的な 診断が 行え ると考え られる 。  

実務とし て診断 を行う 際には ， 第 6 章で作 成した フロー 図が参 考になる と考

え ら れ る 。 本 研 究 で 試 験 を 行 っ た 箇 所 は 未 劣 化 の も の も 含 め て 数 ヶ 所 だ け で あ

り ， フ ロ ー 図 を 含 め た 評 価 方 法 に つ い て は 今 後 さ ら に デ ー タ 数 を 蓄 積 し て 精 査

を 行 う こ と が 求 め ら れ る 。 フ ロ ー 図 の 形 も 現 時 点 で の 形 で あ り ， こ れ が 必 ず し

も 最 適 で あ る と は 言 い 切 れ な い 。 今 後 の 検 討 に よ っ て ， 形 が 変 わ る こ と も 十 分

に考えら れる。  

RC 開水路 の凍害 劣化に ついて，今後は，診 断後の 対策の 方法に つ いての研 究

が 必 要 と な る 。 現 在 ， 各 所 で 盛 ん に 対 策 工 法 に 関 す る 研 究 が 行 わ れ て い る 。 層

状ひび割 れとい う，特徴的 な内部 変状を有 する RC 開 水路に 対して ，どの ような

対策が適 してい るのか を探っ てい く必要が あると 考える 。  
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摘要  

 

 

 現在 供用さ れてい る構造 物には ，標準耐用 年数を 超過し て供用 さ れている もの

が 多 数 存 在 し て い る 。 農 業 水 利 施 設 に つ い て も 同 様 で あ り ， 特 に 研 究 対 象 と し

た用排水 路につ いては ，全 国で約 4 万 9 千 km に及 ぶ総延 長のうち 1 7％が既に 標

準 耐 用 年 数 を 超 過 し て お り ， 今 後 超 過 す る 水 利 施 設 の 割 合 は さ ら に 増 加 す る 。

現 在 は ， 既 存 の 農 業 水 利 ス ト ッ ク の 機 能 を 効 率 的 に 維 持 す る こ と を 目 的 と し た

機能診断 を行い ，適切 な予防 保全 対策を行 うこと が求め られて いる 。  

 本研究 で対象 とする 寒冷地の RC 開水路 におい ては ，近 年，特徴 的な凍害 によ

る 変 状 が 明 ら か に な っ て い る 。 具 体 的 に は ， 表 面 変 状 と し て の ひ び 割 れ と 内 部

変 状 と し て の ひ び 割 れ の 方 向 が 異 な る と い う 点 で あ る 。 し か し ， 現 時 点 で は ，

そ れ ら の 変 状 に つ い て は 未 解 明 な 点 が 多 く ， 既 往 の 研 究 に よ っ て 明 ら か に な っ

て い る 変 状 の 発 生 メ カ ニ ズ ム や パ タ ー ン に つ い て 更 な る 検 討 が 必 要 と さ れ る 。

ま た ， 変 状 発 生 時 の 力 学 特 性 の 変 化 や 変 状 ， 特 に 内 部 変 状 の 診 断 ・ 評 価 手 法 を

明 確 に 示 す こ と が ， 今 後 の ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の 進 展 の た め に は 必 要 不 可 欠

であると 考えら える。  

 そこで 本論文 では ，寒冷 地にお ける RC 開水 路のス トック マネジ メント ，特に

機能診断 に資す ること を目的 とし て次の研 究を行 った。ま ず， RC 開水路側 壁の

表 面 変 状 と 内 部 変 状 に つ い て そ れ ぞ れ 調 査 を 行 い ， 両 者 の 関 係 性 に つ い て 考 察

し た 。 ま た ， 凍 害 診 断 の 際 に 用 い ら れ る 相 対 動 弾 性 係 数 と コ ン ク リ ー ト の 各 種

力学特性 の関係 につい て明ら かに した。  

次 に ， 内 部 変 状 の 診 断 方 法 と し て ， 現 地 踏 査 （ 概 査 ） と 現 地 調 査 （ 精 査 ） の

そ れ ぞ れ の 段 階 に お け る 調 査 手 法 の 検 討 を 行 っ た 。 概 査 の 段 階 で は ， 目 視 診 断

に よ っ て 表 面 変 状 の 特 徴 か ら 内 部 変 状 の 発 生 箇 所 を 定 性 的 に 明 ら か に す る た め

に 着 目 す べ き 診 断 ポ イ ン ト を 明 ら か に し た 。 ま た ， 精 査 の 段 階 で は ， 注 入 工 法

と 超 音 波 法 を 用 い て 内 部 変 状 の 発 生 箇 所 を よ り 定 量 的 に 評 価 す る 手 法 に つ い て

検討を行 い，層状ひ び割れ の発生 範囲の推 定が可 能であ ること を明 らかにし た。 

さ ら に ， 現 地 非 破 壊 試 験 と し て の 共 鳴 振 動 法 に よ る 一 次 共 鳴 振 動 数 の 測 定 を

小 型 起 振 機 を 用 い て 行 う 手 法 に つ い て の 検 討 を 行 い ， そ の 実 用 性 を 確 認 し た 。

そ の 後 ， 現 地 非 破 壊 試 験 に よ る 動 弾 性 係 数 の 推 定 の た め の フ ロ ー 図 を 作 成 し ，

そのフロ ー図に 則った 測定を 行う ことでフ ロー図 の妥当 性を 確 認し た。  

本研究に よって 得られ た知見 を以 下に概括 する。  

( 1 )  凍害劣化 が進行 したコ ンクリ ート の力学特 性と相 対動弾 性係数 につ いて  

①  相 対 動 弾 性 係 数 と 圧 縮 強 度 比 ， 静 弾 性 係 数 比 ， 引 張 強 度 比 ， 曲 げ 強 度 比 は ，
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近似式に よって 線形関 係で示 すこ とが可能 である 。  

②  相対動弾 性係数 と圧縮 強度比 の関 係につい ては，相対動 弾性係 数と 静弾性係

数比の関 係と比 較して 決定係 数が 低くなる ことが 確認さ れた。要因 としては，

圧 縮 強 度 を 求 め る 際 に 使 用 す る 応 力 の 降 伏 点 の 値 に ば ら つ き が 生 じ る こ と

が挙げら れる。  

(2 )  現地踏査 におけ る目視 診断に よる 内部変状 の評価 につい て  

①  表面ひび 割れが 上下に 湾曲し て発 生してい る開水 路側壁 では，水路 側壁の低

い と こ ろ ま で 表 面 ひ び 割 れ が 生 じ て い る 箇 所 で 内 部 変 状 で あ る 層 状 ひ び 割

れが発生 してい る可能 性が高 い。  

②  目視調査 による 層状ひ び割れ の発 生箇所の 定性的 診断は ，側壁 の天 端に他よ

りも著し いスケ ーリン グが発 生し ている，表面ひ び割れ が水路 側壁 の低いと

ころまで 生じて いる，降雨 の数日 後に表面 が湿潤 してい る，といっ た条件が

複数揃う 箇所を 踏査に より見 つけ ることで 行うこ とがで きる。  

(3 )  現地調査 におけ る層状 ひび割 れの 定量的評 価につ いて  

①  注入材の 充填に よって 内部の ひび 割れが閉 塞した 場合，超音 波伝播 速度の値

は注入材 充填前 と比較 して大 きく なる傾向 を示す。また，超 音波伝 播速度の

変化に着 目する ことで，注 入材充 填によっ てひび 割れの 閉塞が 行わ れている

か否かを 評価す ること が可能 であ る。  

②  表面走査 法によ る超音 波伝播 速度 の測定で は，注入材 の充填 によっ て表面部

と内部で 伝播速 度の差 が 無 く な り ， 超 音 波 伝 播 速 度 が ほ ぼ 一 定 の 値 を 示 す 。 

③  注 入 材 の 充 填 範 囲 は 上 述 の 傾 向 の 把 握 に よ っ て 推 定 す る こ と が 可 能 で あ り ，

同時に層 状ひび 割れの 範囲も 推定 すること が可能 である 。  

(4 )  実務とし て機能 診断を 行う際 の非 破壊試験 による 凍害診 断手法 につ いて  

①  小型起 振機 を用い た室 内試験 の結 果から は， J IS 規 格に 準じ た試 験 機と同 等

の一次共 鳴振動 数の測 定が可 能で ある。  

②  上記①の 結果を 受け，作成 した動 弾性評価 フロー に則っ た試験 を行 ったとこ

ろ，未劣化 の試験 体につ いては，動弾性係 数の評 価を一 定の精 度で 行うこと

が可能で ある。  

③  同 じ 弾 性 波 法 で あ る 超 音 波 伝 播 速 度 を 用 い た 推 定 値 と 一 次 共 鳴 振 動 数 を 用

いた推定 値を複 合する ことで，さ らに精度 よく動 弾性係 数を推 定で きる可能

性がある ことが 示唆さ れる。  

④  劣 化 の 著 し い 試 験 体 で の 評 価 か ら は 精 度 の よ い 動 弾 性 係 数 の 推 定 は 行 え ず ，

本フロー による 検討は 凍害劣 化の 潜伏期・進展 期に相 当する 状態の コンクリ

ートまで が適用 範囲で あると 考え られる。  
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Abs t rac t  

 

 

A mon g  in f r a s t r uc t u re s  in  Japan ,  t he re  a re  man y s t ruc tu r e s  tha t  exc eeded  the  

s t and a rd  s e r v iceab le  l i f e .  Si mi la r  p r ob le ms  ha ve  occu r re d  in  i r r i ga t io n  a nd  d ra ina ge  

f ac i l i t i e s .  Esp ec i a l l y  in  i r r i ga t ion  an d  d ra ina ge  cana l ,  17 %  o f  the  to t a l  l e n gt h  

( app ro x i ma te ly  4 9 ,000 km)  h a ve  exc eeds  the i r  s t anda rd  se r v i ceab le  l i f e .  

Imp le men ta t ion  o f  app rop r i a t e  p re ve n t i ve  ma in te nance  meas u re s  i s  r equ i r ed ,  a s  we l l  

a s  fu nc t ion  d ia gnos i s  fo r  ma in ta i n in g  a  fun c t ion  o f  t he  e x i s t i n g  i r r i ga t ion  and  

d ra in a ge  fa c i l i t i e s  e ff ec t i ve ly.  Con cep t  o f  th i s  s e r i e s  i s  r e fe r r ed  to  a s  the  s toc k  

mana ge men t .  

R C  op en  ch anne l s  in  c o ld  r e g ion  sh ow  d e fo r ma t ion  du e  t o  f ro s t  da ma ge ,  h ow e ve r  

i t s  mech an i s m i s  no t  co mp le t e ly  c la r i f i ed .  Recen t ly,  i t  i s  d i sco ve r ed  tha t  the  

d i r ec t i on  o f  su r fa ce  and  in te r na l  c r ac ks  i s  d i f f e r en t .  I t  i s  n eces sa r y  t o  exa mine  t he  

pa t t e rn  and  the  mec han i s m o f  de fo r ma t ion ,  and  to  d e ve lop  d ia gno s i s  an d  e va lua t ion  

me t hods  fo r  in t e rna l  de fo r ma t io n .  

In  th i s  the s i s ,  t he  fo l lo win g  s tud ie s  wer e  ca r r i e d  o u t  wi th  th e  a i m to  co n t r i bu te  to  

the  s toc k  mana ge men t  ( func t i ona l  d i agnos i s  in  p a r t i cu la r )  o f  RC  open  c h anne l  in  co ld  

r e gio n .  Fi r s t ,  t he  su r ve y w as  ca r r i ed  ou t  fo r  in t e r na l  de fo r ma t ion  and  su r face  

de fo r ma t io n  in  RC  open  chan ne l  s ide wa l l s ,  and  i t  wa s  c l a r i f i ed  th e  r e la t io nsh ip  

be t ween  these  d e fo r ma t i on .  In  add i t ion ,  the  r e l a t ion sh i p  b e t wee n  va r i ous  d yna mi c  

p rope r t i e s  o f  con c re te  a nd  t he  r e la t i ve  d yna mi c  modu lus  o f  e l a s t i c i t y  w a s  exa mi ned .  

T hen ,  a s  a  d i a gnos t i c  me thod  fo r  i n t e rna l  de fo r ma t ion ,  su r ve y me thod s  in  the  f i e ld  

su r ve y a nd  min u te  in ve s t i ga t ion  w er e  in ve s t i ga t ed .  

In  the  f i e ld  s u r ve y,  i t  c la r i f i ed  d ia gn os i s  me t hods  i n  o rde r  to  e va lua t e  q ua l i t a t i ve l y  

the  oc cu r rence  o f  in t e rna l  de fo r ma t ion  f ro m t he  c ha ra c te r i s t i c s  o f  su r fac e  

de fo r ma t io n  th r ou gh  vi sua l  d i a gn os i s .  In  mi nu t e  in ve s t i ga t ion ,  i t  i s  r e vea led  tha t  i t  i s  

poss ib le  to  e s t i ma t e  more  quan t i t a t i ve l y  t he  ex te n t  o f  i n t e rna l  de fo r ma t ion  ( l a ye red  

c rac ks )  b y i n ve s t i ga t in g  u s i n g  th e  u l t r a s on ic  me thod  and  the  g rou t in g  me thod .  

In  a dd i t ion ,  a  t e chn ique  to  meas u re  the  f i r s t  r e so nance  f r equ enc y i n  on - s i t e  

nondes t ruc t i ve  t e s t s  u s in g  s ma l l -  s i zed  vi b ra to r  wa s  exa mi ned ,  and  i t s  u t i l i t y  w as  

con fi r med .  A f lo w  cha r t  t o  e s t i ma te  d yna mic  modu lus  o f  e l a s t i c i t y  f ro m on - s i t e  

nondes t ruc t i ve  t e s t  was  d ra wn  up ,  a nd  i t s  va l i d i t y  w as  con f i r med  b y c a r r yi n g  ou t  a  

mea su re men t  i n  acco rdan ce  to  i t .  

The  r e s u l t s  acq u i r ed  i n  th i s  r e se a rch  ca n  be  in t e g ra ted  a s  fo l lo w s :  
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( 1 )  Re la t i ve  d yn a mic  modu lus  o f  e l a s t i c i t y  and  mech an i ca l  p r ope r t i e s  o f  de t e r io ra t ed  

conc re te  du e  to  f ro s t  d a ma ge  

1 )  Re la t ion sh ip  o f  r e l a t i ve  c o mpres s i ve  s t r en g th ,  r e l a t i ve  modu lus  o f  s t a t i c  

e la s t i c i t y,  r e l a t i ve  t ens i le  s t r en g th  a nd  r e l a t i ve  f l exu ra l  s t r e n gth  a ga in s t  the  

r e la t i ve  d yna mi c  modu lus  o f  e l a s t i c i t y  sho w s  l inea r  r e l a t ion s .  

2 )  Re la t ion sh ip  be t ween  r e la t i ve  co m press i ve  s t r en gt h  and  r e l a t i ve  d yn a mi c  

modu lus  o f  e l a s t i c i t y  sho ws  lo w er  c oe ff i c i en t  o f  de t e r min a t ion  than  

r e la t io nsh ip  be t ween  r e l a t i ve  mod u lus  o f  s t a t i c  e la s t i c i t y  a nd  r e la t i ve  

d yn a mic  modu lus  o f  e l a s t i c i t y.  

(2 )  E va lua t io n  o f  in t e rna l  de fo r ma t ion  b y v i su a l  d i a gno s i s  in  f i e ld  su r ve y  

1 )  In  op en  chann e l  s ide wa l l s  wi th  su r fa ce  c rac ks  b y f ro s t  da ma ge ,  po ss i b i l i t y  o f  

occu r r in g  o f  l a ye red  c r ac ks  i s  h i gh  whe re  su r face  c rac ks  ex i s t  i n  the  lo wer  

po r t ion  o f  th e  s i de wa l l .  

2 )  In  qua l i t a t i ve  d ia gno s i s  fo r  l a ye red  c rac ks  th r ou gh  v i sua l  d i a gnos i s ,  i t  c an  b e  

d ia gno sed  b y f i nd in g  th e  p o in t  wh e re  th e se  3  phen o mena  a r e  a l i gned  t o ge t he r ;  

a  s i gn i f i can t  s ca l in g  hea v ie r  than  o t he r  p lac es  in  l e vee  c ro wn  o f  the  s ide wa l l ,  

su r f ace  c rac ks  in  t he  lo wer  po r t io n  o f  th e  s ide wa l l  a nd  we tnes s  in  t he  s u r face  

o f  the  s i de wa l l  a f t e r  a  fe w  d a ys  o f  r a in .  

(3 )  Quan t i t a t i ve  e va lua t ion  o f  t he  l a ye re d  c rac ks  in  mi nu te  in ves t i ga t ion  

1 )  In  ca se  o f  th e  l a ye red  c rac ks  i s  f i l l ed  b y f i l l i n g  ma t e r i a l ,  t he  u l t r a s on ic  

p ropa ga t i on  ve loc i t y  sho we d  a  t end enc y t o  be  b i gge r  than  be fo re  f i l l i n g .  B y  

focus in g  on  th e  c han ge  i n  u l t r a s on i c  p r opa ga t io n  ve lo c i t y,  i t  i s  po ss ib le  t o  

eva lua te  whe the r  c r ac ks  a re  f i l l ed  e ff i c i en t l y.   

2 )  In  t he  mea su re men t  o f  u l t r a so n ic  p ropa ga t i on  ve loc i t y  u s in g  the  su r face  

scann in g  me thod ,  t he  d i ff e r ence  in  p ropa ga t i on  ve lo c i t y  b e t ween  t he  su r face  

and  in te rna l  pa r t s  can  b e  e l i min a te d  b y g rou t i n g  me t hod .  The n ,  th e  u l t r a s on ic  

p ropa ga t i on  ve loc i t y  s ho ws  n ea r l y  i den t i ca l  va lues .  

3 )  Ran ge  o f  f i l l e d  c ra c ks  c an  be  e s t i ma t ed  b y fo l lo w in g  a bo ve .  I t  i s  a l so  p oss ib le  

to  e s t i ma te  t he  r a n ge  o f  l a ye red  c ra c ks .  

(4 )  A f ro s t  da ma ge  d i a gno s i s  t echn ique  u s i n g  n ondes t r uc t i ve  t e s t s  fo r  the  func t ion  

d ia gno s i s  

1 )  Fro m the  r e s u l t s  o f  l a bo ra to r y  t e s t s  u s in g  s ma l l - s i zed  v ib ra t o r ,  i t  i s  c on f i r med  

tha t  s ma l l - s i zed  v ib ra to r  i s  po ss i b le  to  me asu re  the  f i r s t  r e son ance  f r equ enc y  

s i mi la r l y  t o  the  t e s t e r  wh ic h  co mp l i e s  w i t h  J IS  s t anda r d .  

2 )  Fo l lo w in g  t he  abo ve  r e su l t s ,  e va lu a t io ns  in  a cco rd ance  wi th  th e  p rop osed  
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f l o w  c ha r t  we r e  ca r r i ed  ou t .  Fo r  n on -de te r io ra ted  spe c i men s ,  t he  d yn a mi c  

modu lus  o f  e l a s t i c i t y  i s  ob ta ined  w i t h  a ccep tab le  p r ec i s ion .  

3 )  I t  i s  su ppose d  th a t  the  ac cu ra c y o f  the  e s t i ma t ion  o f  d yna mi c  modu lu s  o f  

e la s t i c i t y  can  be  i mp ro ved  b y co mb ined  e s t i ma t io n  w i th  the  f i r s t  r e s on ance  

f r equ enc y an d  th e  u l t r a son ic  p ro pa ga t io n  ve loc i t y.  

4 )  I t  i s  no t  po ss ib le  t o  e s t i ma te  th e  d yn a mi c  modu lus  o f  e l a s t i c i t y  a ccu r a te l y  fo r  

ca se s  tha t  s i gn i f i c an t l y  de te r io r a te d  due  to  f ro s t  da ma ge .  I t  i s  t hou gh t  tha t  the  

p ropos ed  me t hod  i s  app l i cab le  to  conc re te  in  the  incu ba t ion  p e r iod  a nd  

ad vance d  pe r iod  o f  f r o s t  da ma ge  d e t e r io ra t ion .  
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壁のひび 割れに 対する 注入工 法の 適用性と 超音波 法によ る充填 部の 評価，セ

メント・ コンク リート 論文集 ， Vo l .66， pp .29 5 -302， 2013【本論 文； 第 2 章，

第 5 章】  

2 )  周藤将司 ，緒方 英彦， 石神暁 郎， 佐藤智： 凍害劣 化した RC 開 水路 における

ひび割れ 注入工 法によ る内部 変状 の評価 ，コン クリー ト工学年 次論 文集，Vo l .  

35， N o .1， pp .  919 -924， 2 013【 本 論文；第 2 章，第 5 章 】  
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pp .  911 -9 16， 20 11【本 論文；第 2 章】  

2 )  周藤将司 ，森 田匡隆 ，緒方 英彦 ，山崎大輔：コ ンクリー ト表面 の炭 酸化が非

破 壊試 験 結 果 に及 ぼ す 影響 ， コ ン ク リー ト 工 学 年次 論 文 集  Vo l .  33， No .1，

pp .  1679 -1684， 2011【 本論文 ；第 3 章】  

3 )  緒方英彦 ，金 田敏和 ，石神 暁郎 ，周藤将司：凍 結融解作 用によ る開 水路側壁

の内部変 状に対 する目 視調査 およ び超音波 試験の 考察，コンク リー ト工学年

次論文集 ， Vo l .  34， No .1， pp .  892 -897， 2 012【本 論文；第 3 章 】
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